
協会けんぽ鳥取支部 平成28年度事業概況 
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【企画総務部組織図】 

事務補助員4名 

保健師等11名 



項目 実施内容等 

 １．保険運営の企画 

(1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 
(2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 
(3)ジェネリック医薬品の更なる使用促進 
(4)地域医療への関与 
(5)調査研究の推進等←支部重点取組 
(6)広報の推進 
(7)的確な財政運営 

 ２．健康保険給付等 

(1) サービス向上のための取組 
(2) 高額療養費制度の周知 
(3) 窓口サービスの展開 
(4) 被扶養者資格の再確認 
(5) 柔道整復施術療養費の照会業務の強化 
(6) 傷病手当金・出産手当金の審査の強化 
(7) 海外療養費支給申請における重点審査 
(8) 効果的なレセプト点検の推進 ←支部重点取組 
(9) 資格喪失後受診等による債権の発生防止のための保険証の回収強化 ←支部重点取組 
(10)積極的な債権管理・回収業務の推進 ←支部重点取組 

(11)健康保険委員の活動強化と委嘱者数拡大 ←支部重点取組 

 ３．保健事業 

（１）健診 
○被保険者（40歳以上）（受診対象者数： 75,254人） 

  ・生活習慣病予防健診 実施率 57％（実施見込者数： 42,894人） 
  ・事業者健診データ   取得率 16％（取得見込者数： 12,040人） 

○被扶養者（受診対象者数： 21,017人） 
 ・特定健康診査    実施率 20％（実施見込者数： 4,203人） 

（２）保健指導 
 ○被保険者（受診対象者数： 8,679人） 
  ・特定保健指導    実施率 32％（実施見込者数： 2,777人）  （内訳）協会保健師実施分 30％（実施見込者数： 2,604人） 
                                                                    アウトソーシング分 2％（実施見込者数：     173人） 
 ○被扶養者（受診対象者数： 420人） 
  ・特定保健指導    実施率 6.1％（実施見込者数： 25人） 

（３）その他の保健事業 

（４）データヘルス計画 
  上位目標：鳥取県との連携事業である「健康経営推進事業」、市町村など関係機関との連携により、 
                      健診受診、特定保健指導などを柱とした健康づくりの環境整備・推進を行い、 
                      加入者及び事業主、そして県全体が、健康づくりの重要性を認識し、積極的に取り組んでいる。      
  下位目標：①健康経営参画事業所数：平成30年3月末目標1,000事業所 
         ②特定健診受診率              ：平成30年3月末目標65% 
         ③特定保健指導実施率     ：平成30年3月末目標30% 

（５）受診勧奨対策 
 

(1)保健事業の総合的かつ効果的な推進 ←支部重点取組 
(2)特定健康診査及び特定保健指導の推進 ←支部重点取組 
(3)各種業務の展開 

 ４．組織運営及び業務改革 

(1) 組織や人事制度の適切な運営と改革 
(2) 人材育成の推進 ←支部重点取組 
(3) 業務改革・改善の推進 ←支部重点取組 

(4) 経費の節減等の推進  

【事業計画構成】 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要①：業務フロー 
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目的 

社員の健康度を企業の価値とみなし、経営課題として取り組む「健康経営」の考え方が広がりつつある中、働き盛り世代の大多数を被保険者とする協会け
んぽと鳥取県がタイアップし、「健康経営推進事業」を実施することで、企業の経営トップに健康経営意識を浸透させ、職域の健康づくりを推進する。 

事業内容 

協会けんぽと鳥取県が連携し、「健康経営推進事業」を展開することで、働き盛りの生活習慣病予防を推進する。 
事業主が協会けんぽが定めたメニューに沿って、社員の健康づくりに取り組んだ場合、取組度によって、企業の活動を広報・表彰する事業。 

健康づくり宣言 

健康経営推進事
業参加の申込 

＝「社員の健康
づくり宣言」 

認定証交付 

「社員の健康づく
り宣言事業所」 
認定証を交付 

取組開始 

・健康づくりアク
ションメニューへ
の取組開始 

・健康経営通信
等で事業所の取
組紹介 

取組期間終了 

結果のとりまとめ 
・獲得ポイント 
・取組内容 

表彰・広報 

・獲得ポイント上位事業所
へは協会けんぽ支部長か
ら表彰 
 

・優れた取組は鳥取県知事
から表彰 

「社員の健康づくり宣言」を行った事業所へ 

‣鳥取県・協会けんぽ鳥取支部作成 
 『社員の健康づくり宣言事業所認定プレート』（右写真）を交付します。 
 
‣事業所毎の健康度がわかる 
 『企業健康度カルテ』（別添資料）を進呈します。 
 
‣取組状況などを紹介する 
 『健康経営通信』（別添資料）を定期的にお届けします。 



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 
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【包括協定済】 
県内19市町村 
鳥取県国民健康保険団体連合会 
株式会社鳥取銀行 
一般社団法人鳥取県社会保険労務士会 
一般社団法人鳥取県薬剤師会 
 

【協力先】 
 
鳥取大学医学部 
 
東部福祉保険事務所 
中部総合事務所福祉保健局 
西部総合事務所福祉保健局 
 
鳥取県保険者協議会 
 
公益社団法人 鳥取県医師会 
一般社団法人 鳥取県歯科医師会 
 
公益社団法人鳥取県保健事業団 
公益社団法人中国労働衛生協会 
 
鳥取労働局 
労働基準協会 
産業保健総合センター など 
 

関係機関 
全国健康保険協会 

鳥取支部 

事業運営 
相互支援 

鳥取県 

事業運営 
相互支援 

包括協定 

協会けんぽ 
加入事業所 

健康保険委員 

鳥取県民 
19市町村民 

協会けんぽ 
加入者 

健康づくり宣言 
取組報告 

【事業所・加入者向】 
○実施事業所の公募 
○健康づくりメニューを提示 
○健診受診などの働きかけ 
○社員の健康管理の啓発 
○情報・好事例などを広報 
○上位は支部長表彰 
 
【鳥取県民・市町村民】 
○健康づくり意識の推進 
 広報 
 健診イベントなど 

○健康経営トップセミナー開催 
○がん対策パートナー企業の認定 
○健康づくり応援施設の認定 
○出張がん予防教室の開催 
○「とりっ歩」の活用 

◎好事例を知事表彰 
◎好事例を広報 

 
 

健康づくりメニュー 
 
・協会けんぽの健康保険委員登録 
・協会けんぽの生活習慣病予防健診受診 
・協会けんぽに定期健康診断データ提供 
・協会けんぽの特定保健指導受入れ 
・鳥取県がん検診推進パートナー企業登録 
・鳥取県の健康づくり応援施設登録 
・鳥取県出張がん予防教室受講 
・鳥取県栄養士会による栄養教室受講 
・健康保険委員研修会に参加 
・健康経営トップセミナーに参加 
・会社独自の健康づくりへの取組実施 など 

包括協定 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要②：関係一覧 



 【資料構成】 【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

・健康経営宣言事業所数 平成30年3月末目標  1,000事業所 

・平成28年5月 未宣言事業所へ勧奨状送付 

  2,552事業所、勧奨対象は平成26年度生活習慣病受診率80％以上もしくは事業者健診データ提供同意書のない事業所 

・平成28年7月 電話勧奨実施、支部各種広報物で定期的に紹介 

・鳥取県、経済団体などの協力を得、広報紙への掲載・同封、各種説明会への参加を要請 
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健康宣言事業所数の推移 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：事業一覧 

・29年1月末現在の宣言事業所数は、1,084事業所。28年7月からの『3点セット勧奨として文書+電話』の実施は、3つとも獲得件数が大幅増加 
・29年度は、28年度電話勧奨の結果内容に応じて、再度実施する予定 



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

・会社の独自取組の取材・発信 

・取り組みやすい健康づくりメニューの提案 

・すぐにでも始めることのできる、取り組みやすい、全員が参加できる、費用が掛からないメニューの提案 

・関係機関との連携メニューの提案 

・企業健康度カルテの活用事例の紹介 

・定期的に会社独自の取り組みの調査と取材 

・支部広報物による好事例としての紹介 

・鳥取県知事表彰対象事業所としてご案内 

・健康経営セミナーなど各種研修会・講習会の実施 

・健康経営推進のインセンティブ付与（支部長表彰・県知事表彰など） 

・平成28年10月表彰 

・脱不健康県 健康になろうプロジェクト 職場編、日本海新聞で紹介 
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●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：事業一覧 

・健康保険担当者研修会  

平成28年7月19日（火） 西部 

平成28年7月26日（火） 中部 

平成28年8月 2日（火） 東部 

・健康になろうプロジェクト 

平成28年10月17日（月） 東部 

平成28年10月18日（火） 中部 

平成28年10月19日（水） 西部 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要⑤：宣言推進（勧奨リーフレット） 

鳥取県の協力により、県内のファミリーマート・ローソン等にも設置 

目的 健康経営推進事業の概要を紹介。社員の健康づくり宣言→宣言事業所認定証の流れ、健康づくり取組メニューなどを掲載 



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 
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●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：宣言推進（勧奨リーフレット）  

目的 健診受診、特定保健指導実施、研修会の参加、健康づくり施設への登録などのメニューおよびポイントを掲載 

・68種類のメニューを提供。1事業所平均19種類の取り組みを実施
（29年1月現在の取組結果報告書より） 

・「出前講座」の利用が少なく、情報を具体的に聞くことができる機会と
なるので、周知をもっと行う必要がある。 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：宣言推進（勧奨リーフレット）  

目的 会社独自の取組を取材しその内容を掲載 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：宣言推進（勧奨リーフレット） 

目的 社員の健康を大切にしている事業所一覧を掲載し、健康経営事業所の認知度を高める効果（平成28年2月末日現在） 



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 
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●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：企業健康度カルテ 

・鳥取県の平均、同業種との平均と比較が可能 
・過去3年分のデータと比較が可能 

目的 
健康宣言事業所に毎年配布 
医療費、健診結果等の分析から、事業所の健康度を12項目に分け、レーダーチャート式で、事業所の健康状態が一目でわかるように作成 



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 
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●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：企業健康度カルテに対するアンケートの実施（平成28年9月） 

目的 今後の事業展開への活用 

送付事業所数 823 

回答事業所数 51 

回答率 6.2% 

回答数 割合

1 2.1%

1 2.1%

5 10.6%

7 14.9%

4 8.5%

1 2.1%

10 21.3%

9 19.1%

4 8.5%

5 10.6%

0 0.0%

0 0.0%

47 100%

４．血圧リスク

３．腹囲リスク

２．入院・通院の頻度

７．メタボ該当率

６．脂質リスク

５．血糖リスク

回答項目

12．睡眠リスク

11．飲酒リスク

10．食習慣リスク

９．運動習慣リスク

８．喫煙

１．生活習慣病予防健診の未受診

回答事業所数

Q3 企業健康度カルテのリスク項目で最も気になった項目の番
号を１つ選択してください。 

回答項目 回答数 割合

１．役に立っている 33 64.7%

２．役に立っていない 1 2.0%

３．何ともいえない 17 33.3%

４．まだ見ていない 0 0.0%

回答事業所数 51 100%

Q1 企業健康度カルテはお役に立っていますでしょうか？
該当する番号を1つ選択してください。 

回答項目 回答数 割合

１．担当者 44 86.3%

２．担当者の所属長 20 39.2%

３．事業主 32 62.7%

４．従業員 22 43.1%

５．産業医 1

回答事業所数 51 100%

Q2 企業健康度カルテをご覧になった人（役職）の番号
を全て選択してください。 



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 
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●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：企業健康度カルテに対するアンケートの実施（平成28年9月） 

目的 今後の支部事業への活用 

Q4 企業健康度カルテの活用度合について該当する番号を1つ選択してください。 

回答数 割合

7 13.7%

21 41.2%

0.0%

21 41.2%

1 2.0%

1 2.0%

51 100%回答事業所数

１．自社の健康課題を把握し、対策に取り組んでいる

回答項目

６．まだ見ていない

５．見方がよくわからない

４．自社の健康課題を把握するのみ

３．自社の健康課題は特に見当たらなかった

２．自社の健康課題を把握し、これから対策に取り組もうとしている

Q5 企業健康度カルテの具体的な活用方法（予定含む）についてご記入ください。 

お弁当を見て、声かけし合い、野菜不足のない様、お互いに気を付ける。特に夏場の飲料に缶コーヒー、ジュースなど飲みすぎない様声をかける。

・運動不足が明確だったので、スポーツ大会をした。・がん予防のための食生活改善を目的に町の栄養士さんを招いて講習してもらった。

・安全衛生委員会で報告→全社員へ。・結果をもとに事業主からも健康で仕事ができることの重要性を朝礼で話していただいた。・この秋に社員参加のグラウン

ドゴルフ大会を予定。（運動する機会の少ない方へきっかけ作り）

課題はわかったので今後何らかの対応したい

安全衛生委員会資料として

メタボ該当者が多かったので、保健指導に積極的に活用したい。

メタボ該当D、入院・通院・腹囲・血圧・脂質C、運動習慣B　をAに持って行けれるように声かけをしながら頑張る。

どのように具体的に活用していけばよいか迷っています。

カルテを見て、自社の健康度を知り、今後何に取り組むのかの参考にしている。今のところ特に悪い所はないが、気を配りたい。

血糖リスクは対象職員に自己管理を行ってもらうことを伝え、メタボリスクは今後の課題として取り組んでいく。

掲示して全従業員に知らせる。

喫煙者が多いので、何か対策がないか検討中

喫煙者が減らないので、もう少し対策を考えたい。

回覧することで健康についての課題が増えた。



【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 
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●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：企業健康度カルテに対するアンケートの実施（平成28年9月） 

Q6 企業健康度カルテの掲載事項でそれぞれ必要か不要かを選択してください。 

要・不要 回答事業所数 割合

必要 48 96%

不要 2 4%

必要 47 94%

不要 3 6%

必要 44 88%

不要 6 12%

必要 46 94%

不要 3 6%

必要 48 98%

不要 1 2%

県平均との比較

業種平均との比較

経年の比較

ワンポイントアドバイス

健康度ランク

血糖値を改善するには、食事の順番を変えて食べれば良い事を提案している。くだもの→野菜→副食→主食。日本人の糖尿病が多いのは、単に食べる順が１

８０°あやまっているだけのこと。

声かけで最近、禁煙する人が増えた。

食生活や運動についてのリスクが県平均より高いことが分かったので、声かけや社内掲示（運動イベントなどの奨励）をしていきたい。

社内掲示板への掲示

事業主及び社員の健康に対するリスク度は把握できたと思います。

昨年までは4（自社の健康課題を把握するのみ）でしたが、今年はこれを使ってなにかやろうと思います。まだ考えている段階ですが、従業員が望んで参加でき

る事をやりたいと思います。他社様での実績等書面などで知るチャンスを頂きたいです。

健康診断で所見者の職員は産業医の聴取を受け、保健師の指導、助言も受けている。

健康情報を発信する。保健指導を積極的に受ける様、勧奨する

健康講演会の講演内容の参考等にしている

保健指導を該当者に受けてもらわないといけないかどうかの判断基準として活用する予定

平均点より高いリスクについては全員に集知。アドバイスを基に対策を検討。

腹囲、血圧、血糖、脂質、メタボ、どれもC判定だったので、運動習慣を付けることを全社的に実施予定。

通院・メタボ・脂質は事業主が対称となっておる。通院以外のリスクは運動でリスク回避に努力している。喫煙は担当者のみであるが、しばらくの間は継続の予

定。但し、人前での喫煙はほとんどありません。

全社員が健康診断を受けているので、昨年と同様に健診後の病院受診をすすめ、経過をみていく。

アンケート結果の概要 
 
① 回答数は少なかったが、多くの事業所が役に立っているとの回答 
② カルテの確認は従業員まで回覧等していただいている事業所も約半数ある 
③ カルテのリスク項目で気になる項目は、メタボ・喫煙・血圧の順である 
④ これから対策に取り組む事業所・自社の健康課題を把握するのみの事業所 
  はともに40％ずつ 
⑤ カルテがきっかけで具体的な行動に移していただけている 
 
※ 健康課題を把握するのみの事業所は40％、質の向上を目指すためには、さ 
  らなる動機づけが必要 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：定期情報誌 健康経営通信 

号数 発行月 部数 

1号 H26.7 180 

2号 H26.9 242 

3号 H26.11 331 

4号 H27.1 341 

5号 H27.5 431 

6号 H27.9 548 

7号 H27.11 597 

8号 H28.2 666 

9号 H28.4 684 

10号 H28.7 823 

11号 H28.11 999 

12号 H29.2 1084 

目的 定期的に情報誌を発行 事業所のいろいろな取り組みの紹介や健康づくり取組メニューの提案を行う（28年度は4回発行の予定） 

・「健康経営通信」を職場で回
覧している事業所は3割。（29
年1月現在の取組結果報告書
より） 

・職場回覧を増加させるため
に、従業員向けの記事を増や
すことが必要。 
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順位 事業所名 
獲得 

ポイント 

1 やまこう建設 株式会社 189 県知事表彰 

2 有限会社 江府技研コンサルタント 179 

3 一般財団法人 鳥取県観光事業団 166 

4 鳥取県金属熱処理協業組合 165 県知事表彰 

5 有限会社 向井組 165 県知事表彰 

6 株式会社 エナテクス 164 

7 株式会社 鳥取県倉吉自動車学校 162 県知事表彰 

8 医療法人 尾﨑病院 161 

9 日の丸西濃運輸 株式会社 158 県知事表彰 

10 
サンイン技術コンサルタント  

株式会社 
156 

11 社会医療法人 仁厚会 151 

● 平成27年度は、 
「会社独自の健康づくりの取り組み
（最大50ポイント）を含め。552点満点 
● 対象事業所は677事業所 
● 支部長表彰は11事業所 
   県知事表彰は5事業所 

【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：支部長表彰・県知事表彰 

【平成27年度支部長表彰 県知事表彰事業所】 

目的 
健康宣言事業所の模範となる事業所について表彰を実施し、事業所の認知度を高めることやその取り組みに対して敬意を表する 
健康づくり取組内容に応じての獲得ポイント数より、表彰を実施 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：支部長表彰・県知事表彰 

目的 
健康宣言事業所の模範となる事業所について表彰を実施し、事業所の認知度を高めることやその取り組みに対して敬意を表する 
健康づくり取組内容に応じての獲得ポイント数より、表彰を実施 

平成28年10月15日 日本海新聞 （広報・段広告） 

・表彰制度は2回目。新聞紙面上でも紹介され、企業のイメージアップ
にも貢献していると思われる。 
・29年度も引き続き実施する。 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：委嘱推進（事業所向勧奨DM） 

目的 インパクトのある内容かつ一目でわかるように工夫して作成 健康宣言と健康保険委員の『ダブル登録』の勧奨チラシ 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：研修会・セミナーなどの実施 

日程（予定） 内容 地域 参加者数 

平成28年7月19日（火） 健康保険担当者研修会 西部 108 

平成28年7月26日（火） 健康保険担当者研修会 中部 74 

平成28年8月2日（火） 健康保険担当者研修会 東部 135 

目的 健康保険担当者向けに情勢にあったタイムリーな内容の研修会を実施 

主催 全国健康保険協会鳥取支部 
    鳥取県 
共催 鳥取労働局 
    鳥取産業保健総合支援センター 

※ 参加者総数 27年度に比べ91人の減少 

・参加者数が、27年度に向けて
91人の減少（△22％）。 

・参加者数減の理由として、スト
レスチェックの研修は、他の機
関でも実施されており、重複する
内容だったとも考えられる。 

・研修のマンネリ化も想定される
ため、「聞いてよかった」と思わ
れる内容を検討する。 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：研修会・セミナーなどの実施 

目的 経済団体と連携し、研修会の実施や健康経営の認知度を高める  鳥取商工会議所で講演 

平成28年9月29日 日本海新聞 

・経済団体に対する初の研修。研修後にすぐに「健康づくり宣言」を行ってい
ただけた事業所もあり、近い距離でのアナウンスの好事例である。 
・29年度は、他の経済団体にも連携を深めていく予定。 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要⑮：研修会・セミナーなどの実施（健康になろうプロジェクト2016） 

日程（予定） 内容 地域 参加者数 

平成28年10月17日（月） 健康経営セミナー 東部 83 

平成28年10月18日（火） 健康経営セミナー 中部 27 

平成28年10月19日（水） 健康経営セミナー 西部 57 

平成28年7月1日 日本海新聞 

目的 関係団体と連携し、研修会の実施や健康経営の認知度を高める  健康経営セミナーの実施 

※ 参加者総数 27年度に比べ18人の増加 



 【資料構成】 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：研修会・セミナーなどの実施（健康になろうプロジェクト2016） 

目的 マスコミ（日本海新聞）と連携し、研修会の実施や健康経営の認知度を高める 

平成28年11月23日 日本海新聞 

・「健康経営セミナー」では、表彰事業所と取組紹介をスライドによる
紹介と、さらに事業所の健康づくり担当者からも紹介いただく内容の
構成とした。スライドだけでは伝わらない、『生の声』をお伝えできた。 



 【資料構成】 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要：研修会・セミナーなどの実施（健康になろうプロジェクト2016） 

目的 マスコミ（日本海新聞）と連携し、研修会の実施や健康経営の認知度を高める 

平成28年12月1日 日本海新聞 

出典 「たばこアンケート」 



 【資料構成】 
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【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進 ←支部重点取組 】 

●「健康経営推進事業（支部データヘルス計画）」概要⑮：研修会・セミナーなどの実施（健康になろうプロジェクト2016） 

目的 マスコミ（日本海新聞）と連携し、研修会の実施や健康経営の認知度を高める 

平成29年1月1日 日本海新聞 （広報・段広告） 
平成28年12月21日 日本海新聞 
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① 平成２８年11月末の状況（取り組み開始 平成２８年７月１５日） 

●健康宣言・健康保険委員・事業者健診結果データ提供同意書の『３点セット』勧奨・・・データヘルス計画 

獲得件数 
（電話のみ） 累 計 28年度末目標値 

健康宣言 289 1,088 1,000 

健康保険委員 88 1,774 1,800 

データ提供の同意書 244 1,810 1,800 

② 勧奨手段 

レ の記入 

レ の記入 

レ の記入 

事業主印 

「3点セット」での申請を行いやすい様式の活用 
 
① 1枚の届書で、3種類の登録が可能 
② 希望する種類のみでも可能 
③ FAX申込でも可能 
④ あわせて、メルマガ申請も可能 

勧奨方法 
 
文書勧奨（毎週200件）を行い、到着後1週間内に電話により
勧奨を実施する。（28年7月15日～28年11月14日の間） 
電話勧奨は、派遣職員（2名）を活用 

勧奨対象事業所数 

 健康づくり宣言 3,087 

 健康保険委員 2,348 

 データ提供の同意書 2,325 

【１．保険運営の企画   (1)保険者機能の発揮による総合的な取り組みの推進 ←支部重点取組 】 

目的 3事業について、効率的な勧奨業務を実施    文書勧奨→電話勧奨 



【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●協会けんぽ鳥取支部の事業にかかる関係団体相関図 

協会けんぽ 
鳥取支部 

加入者及び事業主など 労働行政 

厚生労働省 

地方自治体・医療保険関係者 医療機関・健診機関 

経済団体 

教育機関 

協会けんぽ本部 

鳥取労働局 
労働基準 
監督署 

労働基準 
協会 

産業保健 
総合支援センター 

健康保険 
委員 

事業所 

健康経営宣言 
事業所 

被扶養者 

被保険者 

任意継続 
被扶養者 

任意継続 
被保険者 

商工会議所 

商工会 

中小企業 
団体中央会 

鳥取大学 
医学部 

鳥取看護 
大学 

県医師会 
県歯科医師会 
県薬剤師会 

人間ドック 
学会 

県看護協会 県栄養士会 

支払基金 

健診機関 

病院 

診療所 

健保・共済・ 
国保組合 

後期高齢者 
広域連合 

後期高齢者 
医療懇話会 

市町村 

市町村国保 
運営協議会 

国保連合会 

鳥取県 

福祉保健 
事務所 

NPO未来 
県ウォーキング協会 

境港市 
観光協会 

米子市 
観光協会 

厚生労働省 

中国四国 
厚生局 

日本 
年金機構 

社会保険 
協会 

社会保険 
労務士会 
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目的 関係する様々な機関・組織と連携することにより、より大きな行動力が生み出せる 

経営者協会 



【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●県の政策関係部局、市町村、関係機関などの各種協議会などに積極的に参画 

会議名 主催 委員 

鳥取県医療審議会 

鳥取県医療指導課 支部長 

医療法人部会 支部長 

地域医療構想調整会議 

東部総合事務所 企画総務グループ長 

中部福祉保健局 企画総務グループ長補佐 

西部福祉保健局 レセプトグループ長 

鳥取県医療費適正化計画策定評価委員会 鳥取県医療指導課 企画総務部長 

鳥取県健康づくり文化創造推進県民会議 鳥取県健康政策課 業務部長 

鳥取県がん対策推進県民会議 

鳥取県健康政策課 保健グループ長 

東部総合事務所 保健スタッフ 

中部福祉保健局 企画総務グループ主任 

西部福祉保健局 企画総務グループスタッフ 

鳥取県保険者協議会 

鳥取県 
国民健康保険団体連合会 

支部長 
企画総務部長 

専
門
部
会 

企画調査部会 企画総務グループ長補佐 

保健活動部会 
保健グループ長 
保健専門職 

集合契約部会 保健グループ長 

所管課 審議会名 

医療指導課 

鳥取県医療費適正化計画策定評価委員会 

鳥取県医療安全推進協議会 

鳥取県感染制御地域支援ネットワーク 

鳥取県後期高齢者医療審査会 

鳥取県国民健康保険審査会 

鳥取県薬物乱用対策推進本部 

医療政策課 

鳥取県医療審議会 

鳥取県周産期医療協議会 

鳥取県准看護師試験委員会 

鳥取県地域医療対策協議会 

健康政策課 

鳥取県健康づくり文化創造推進県民会議 

鳥取県がん対策推進県民会議 

鳥取県感染症対策協議会 

鳥取県肝炎治療認定審査会 

鳥取県肝炎対策協議会 

鳥取県指定難病審査会 

鳥取県生活習慣病検診等管理指導協議会 

鳥取県地域がん登録あり方検討ワーキンググループ 

鳥取県特定疾患対策協議会 

【鳥取県が主催している会議】 【協会けんぽ鳥取支部が参画している会議】 

28 

目的 協会の医療費適正化のための総合的な意見・対策を発信する 
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支
部
職
員 

平成27年5月設立 プロジェクトチーム 

意思決定機関 

プロジェクト責任者 

支部長 

プロジェクト副責任者 

企画総務部長 

プロジェクト推進者 

業務部長 
 
企画総務G長 
 
保健G長 

プロジェクトメンバー 

業務G 

連携強化 穂坂 

レセプトG 

連携強化 梅木  

企画総務G 

全体調整 舩橋 
 

連携強化 山田 
 

統計関係 園山 
 

広報関係 高橋 

保健G 

分析関係 荒尾  

・情報提供 
・決定事項の 
    報告・指示 

・事務進捗報告 
・事業提案 
・情報提供 

・職員への周知 
・情報提供 

・事業提案 
・情報提供 

・事業提案  ・情報提供 

・支部方針の周知 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●県の政策関係部局、市町村、関係機関などの各種協議会などに積極的に参画 

目的 協会の医療費適正化のための総合的な意見・対策を発信するために、支部においてプロジェクトチームを結成 
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鳥取県国民健康保険団体連合会 
平成26年12月19日締結 

鳥取県 
平成26年5月12日締結 

岩美町 
H27.3.23 締結 

鳥取市 
H27.1.30 締結 

八頭町 
H27.1.15 締結 

智頭町 
H26.9.29 締結 

若桜町 
H27.2.18 締結 

三朝町 
H27.3.23 締結 

湯梨浜町 
H27.3.19 締結 

北栄町 
H27.2.13 締結 

倉吉市 
H27.2.4 締結 

琴浦町 
H26.4.17 締結 

大山町 
H27.2.17 締結 

境港市 
H27.9.7 締結 

日吉津村 
H27.7.28 締結 

米子市 
H27.10.21 締結 

日南町 
H27.2.20 締結 

日野町 
H27.7.30 締結 

南部町 
H27.3.16 締結 

伯耆町 
H27.2.3 締結 

江府町 

締結先 協定日 

1 琴浦町 平成26年4月17日 

2 鳥取県 平成26年5月12日 

3 智頭町 平成26年9月29日 

4 
鳥取県 

国保連合会 
平成26年12月19日 

5 八頭町 平成27年1月15日 

6 鳥取市 平成27年1月30日 

7 伯耆町 平成27年2月3日 

8 倉吉市 平成27年2月4日 

9 北栄町 平成27年2月13日 

10 大山町 平成27年2月17日 

11 若桜町 平成27年2月18日 

12 日南町 平成27年2月20日 

13 南部町 平成27年3月16日 

14 湯梨浜町 平成27年3月19日 

15 岩美町 平成27年3月23日 

16 三朝町 平成27年3月23日 

17 日吉津村 平成27年7月28日 

18 日野町 平成27年7月30日 

19 境港市 平成27年9月7日 

20 米子市 平成27年10月21日 

21 江府町 平成28年3月3日 

22 
鳥取県 

薬剤師会 
平成28年8月8日 

23 
株式会社 
鳥取銀行 

平成28年8月22日 

24 
鳥取県社会保険 

労務士会 
平成28年10月14日 

H28.3.3 締結 

協会けんぽ鳥取支部と関係機関の連携状況 

株式会社 鳥取銀行 
平成28年8月22日締結 

鳥取県薬剤師会 
平成28年8月8日締結 

鳥取県社会保険労務士会 
平成28年10月14日締結 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進 

●協会けんぽと連携先の間で医療情報の分析や広報・保健事業等を共同して実施 



鳥取県内医療保険者構成 

区分 保険者名 被保険者数 被扶養者数 合計 構成 

健保組合 
山陰自動車業 1,462 1,310 2,772 0.5% 

鳥取銀行 1,095 831 1,926 0.3% 

協会けんぽ 全国健康保険協会鳥取支部 116,598 81,568 198,166 34.2% 

共済組合 

地方職員共済組合 4,277 4,770 9,047 1.6% 

公立学校共済組合 6,132 6,342 12,474 2.2% 

警察共済組合 1,504 1,869 3,373 0.6% 

市町村職員共済組合 7,303 7,612 14,915 2.6% 

国保 
鳥取県内19市町村 148,627 148,627 25.7% 

医師国保組合 1,377 1,377 0.2% 

広域連合 後期高齢者医療広域連合 89,471 89,471 15.5% 

その他保険 その他保険 96,456 16.7% 

鳥取県人口 鳥取県人口 578,604 100.0% 

山陰自動車

業, 0.5% 

鳥取銀行, 

0.3% 

全国健康保

険協会鳥取

支部, 34.2% 

地方職員共

済組合, 1.6% 

公立学校共

済組合, 2.2% 
警察共済組

合, 0.6% 

市町村職員

共済組合, 

2.6% 

鳥取県内19

市町村, 25.7% 

医師国保組

合, 0.2% 

後期高齢者

医療広域連

合, 15.5% 

その他保険, 

16.7% 

鳥取県人口 
578,604名 

医療保険者 ： 平成25年4月末現在 
鳥取県人口 ： 平成25年5月1日現在 
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鳥取県・・・「健康経営」を通して、職域＝事業所の健康づくりを進める 

経済団体・・・協会事業の協力の依頼⇒特に健康経営を柱とした事業主・事業所への働きかけ 

学術関係・・・鳥取大学との医療費などの共同分析とアドバイスを依頼 

         各種広報での協力を依頼 

市町村・・・特定健診・がん検診の受診勧奨、医療費などの共同分析を通して連携の強化・定着を図る 

       分析から見えた市町村の健康課題に対して独自の対策立案と事業展開を図る 

       各種広報での協力依頼 

労働行政・・・「健康経営」を通して、職域＝事業所の健康づくりを進める 

         事業者健診データの取得での協力依頼 

         各種広報での協力を依頼 

メディア・・・協会事業をプレスリリース 

        日本海新聞との連携強化  ⇒「脱不健康県！ 健康になろうプロジェクト」の定着 

医療機関・・・協会事業の協力の依頼⇒治療中の方の特定健診結果提供依頼事業 

         連携協定を視野に入れた事業着手 

健診機関・・・協会事業の協力の依頼 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進 

●協会けんぽと連携先の間で医療情報の分析や広報・保健事業等を共同して実施 
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【健診機関】 

連携・協力のメリット 連携・協力のデメリット 

協会けんぽ 
・多様な健（検）診受診率向上施策などの 
 事業を提案・実施できる。 
・加入者視点に立った共同広報ができる。 

・新規事業負担・経費がかかる。 
 
・健診機関の理解・協力が必要。 

健診機関 
・協会けんぽの広報と連携することで、 
 事業推進（特に受診勧奨）が期待できる。 
・連携した受診勧奨により、効率的な営業ができる。 

・新規事業負担・経費がかかる。 
・採算の見通しが立てにくい。 
・契約の見直しが必要な場合がある。 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進（長期的な展望） 

●協会けんぽと連携先の間で医療情報の分析や広報・保健事業等を共同して実施 

▶ 市町と連携した、協会けんぽ・市町村国保共同の集団バス検診 

・健診機関の少ない中部（倉吉市）でできないか。 
 または、連携している市町＋鳥取大学との協力関係で重点市町を決定してその市町で実施できないか。 
・特定健診・がん検診の同時実施 
・協会けんぽ加入者（被保険者・被扶養者）＋市町村国保加入者の同時受診 
・ワンコインまたは無料健（検）診の実施 

▶ 中小事業所に対する健診所での受診勧奨 

・共同案内チラシを作成し、バス検診を単独で実施できない未受診事業所に、健診所での来訪受診を呼びかける。 

▶ 健診所受診における即日特定保健指導の実施 

・ストレスチェックも同時に出来ないか 

▶ 事業所におけるバス検診の際の近隣事業所の受診対応 

・バス検診を単独で実施されている事業所に協力を依頼し、バス検診を単独で実施できない未受診事業所に、 
 共同案内チラシを作成し、事業所での来訪受診を呼びかける。 

▶ 事業所に対する生活習慣病予防健診又は事業者健診データ取得依頼 

・労働安全衛生法上の定期健診を実施している事業所に対して、生習健診または事業者健診データの取得を呼びかける。 



34 

医療機関に協力をお願いし、定期的に通院している方を対象に 

特定健診項目を追加測定していただき、そのデータ提供を依頼することで、健診受診
率を向上させる取り組み。 

～情報提供の流れ～ 

対象者（患者） 

②特定健康診査受診券・健康保険証を提示 

参加医療機関 
※医師の判断と患者の同意で実施 

情報提供 
3カ月以内の治療データを特定健康診査に活用 

国保または、協会けんぽ鳥取支部へ直接、請
求書（様式1）と特定健康診査情報提供票（様
式2）を郵送してください。各様式は、別途参加
の医療機関様へ配布します。 

国民健康保険 または、協会けんぽ鳥取支部 

④指定口座
へお振込み 

①
受
診
券
の
送
付 

③請求 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進 
  東部地区（１市4町） 医療機関に対する治療中の方の特定健診結果提供依頼事業 

目的 「医療機関を受診している」との理由で健診を受けない者について、医療機関と連携して医療機関から健診結果の提供を受ける 
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 本事業については、健診の実施率を伸ばすこと
が基本であり、結果提供が主ではない。 
 

 そのため、琴浦町との事業については、年度の前
半は健診受診勧奨に取り組み、27年の途中（11月
を予定）から、提供の周知を進めた。 

 智頭町については、協力的な医療機関であるこ
と、また、智頭町が年の当初から実施したい旨の要
望を受け実施。 
 

 鳥取市は、琴浦町、智頭町の情報・資料から、東
部医師会へ意見交換から始まる。何回かの説明
後、事業の必要性について理解いただき、事業実
施を決定。27年11月16日（月）に、東部医師会にお
いて事業説明会（約50医療機関の出席）を行い、契

約締結。その後、欠席医療機関にも案内送付。約
100医療機関での実施がスタート。医療機関からの
反応は特に異論はなかった。 

 東部医師会とも契約し、岩美町・八頭町・若桜町
も含め、28年度は提供実績の増加が見込まれた
が、実績は上がっていない。 
 

市町村 依頼方法 協力医療機関名 
27年度 

提供実績 
28年度 

提供実績 

智頭町 
病院が直接患者
に案内 

長石医院 
協会：7件 

国保：約50件 
協会：5件 

琴浦町 

琴浦町、協会とも
11月の健診の後
半に直接DMに
よって案内 

岡田医院 協会：0件 協会：0件 

吉中胃腸科医院 協会：0件 協会：0件 

赤碕内科外科クリ
ニック 

協会：0件 協会：0件 

中本内科医院 協会：1件 協会：0件 

林原医院 協会：0件 協会：0件 

せのお小児科内科
医院 

協会：0件 協会：0件 

森本外科脳神経外
科院 

協会：0件 協会：1件 

赤碕診療所 協会：1件 協会：1件 

鳥取市 
病院が直接患者
に案内 

東部医師会 協会：0件 協会：0件 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進 

  智頭町・琴浦町鳥取市 医療機関に対する治療中の方の特定健診結果提供依頼事業 

提供実績 

目的 「医療機関を受診している」との理由で健診を受けない者について、医療機関と連携して医療機関から健診結果の提供を受ける 

29年2月現在 



36 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業 ： 県内統一ポスターの作成・配布（H28とH27） 

【課題】 
  ・従来の健診受診啓発のポスターは、各保険者・関係機関が 
   個別に作成・配布。 

⇒作成労力の負担 
⇒割高な作成経費 

 
  ・配布先の事業所、医療機関などにはデザイン違いで同内容 
   のポスターが複数掲示される。 

⇒県民への発信力・訴求力不足 
 
  ・後発で配布したポスターは掲示されない。 

⇒労力・経費の無駄 
 
【実施のきっかけ】 
  協会けんぽが関係機関と連携事業を進める中で、課題解決 
  のため、鳥取県で統一したイメージが展開することを主体と  
  なって働き掛け、賛同を得る。 

【特徴】 
  鳥取県、鳥取労働局、鳥取県国民健康保険団体連合会、 
  鳥取県内市町村、医師国保の協力による、地域、職域、 
  保険者の垣根を越えた前述の課題を解決したもの。 
 
【展開状況】 
  5月上旬から、各市町村、鳥取県など関係機関、医療機関へ配 
  布。6月上旬から協会けんぽの適用事業所を含め合計約10,000 
  件に配布。 
  鳥取県の協力により、ファミリーマートなど商業施設にも7月から 
  掲示を予定。 

団体 ポスター配布数 

鳥取市 250 

岩美町 10 

智頭町 11 

八頭町 10 

若桜町 10 

琴浦町 10 

北栄町 10 

倉吉市 87 

三朝町 10 

湯梨浜町 10 

日南町 25 

南部町 50 

伯耆町 25 

大山町 16 

米子市 7 

境港市 5 

日吉津村 5 

日野町 5 

江府町 1 

医師国保 3 

国保連合会 10 

鳥取県 80 

東部福祉保健事務所 3 

西部総合事務所 3 

中部総合事務所 3 

労働局 11 

協会 9,330 

合計 10,000 

目的 関係機関同士で重複する内容のポスターを合同で作成することにより効率化を図る 
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●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業（27年度30回の実施） ： 取組のPDCA 

目的 28年度事業に向け、27年度実施結果（下表）を総括 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業：（27年度30回の実施） 取組のPDCA 

27年度は対前年比+46％（1,150人の増加） 

27年度 26年度 

3,650人 2,500人 

27年度の総括 

受診者の大幅な増加は、オプショナル健診が一つのきっかけと思われる 
 （肌年齢測定、肺活量測定、足指力測定、骨密度・血管年齢） 

費用対効果（広報紙作成・DM送付費用・機器代）が市町村によって差が大きい（1人当たり費用、12,064円～5,713円） 

OP健診測定時間は短時間であるが、受付時の聴き取り事項に時間がかかってしまった 

市町村・国保連合会との三者で実施し、連携強化を図ることができた 

28年度の対応 

OP健診の引き続きの実施と受付時間の短縮（簡略化） 

ターゲットを絞った広報の実施 

費用対効果の観点から年間20回程度の実施へ変更 

引き続き、市町村・国保連合会との三者で実施 

目的 28年度事業に向け、27年度実施結果を総括 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業 ： 市町村集団健診会場でのオプショナル健診の実施 

総数 前比 総数 ヒット率 前比 総数 前比 総数 平均 実施率 総費用 総数 協会

1 日南町 6/10(金) 118 152 4.8% 3 2.5% -72.7% 404 5.8% 81 27 53.3% 74,764 492 24,921

2 琴浦町 7/8(金) 4,980 230 -3.0% 11 #DIV/0! -27.0% 423 4.0% 72 24 31.3% 101,463 441 9,224

3 三朝町 7/15(金) 2,070 281 130 16.0% 7 2.5% -46.0% 202 20.0% 80 27 61.5% 93,714 721 13,388

4 日南町 7/21(木) 132 142 -23.2% 7 5.3% -46.2% 290 -37.2% 71 24 50.0% 75,912 535 10,845

5 智頭町 7/31(日) 2,100 271 110 5.8% 7 2.6% 133.3% 154 15.8% 68 23 61.8% 98,780 898 14,111

6 伯耆町 8/4(木) 461 129 -9.8% 8 1.7% -46.7% 255 -7.6% 65 22 50.4% 109,390 848 13,674

7 伯耆町 8/25(木) 461 132 -7.7% 19 4.1% 26.7% 260 -5.8% 82 27 62.1% 109,390 829 5,757

8 日吉津村 9/2(金) 151 153 0.0% 15 9.9% 87.5% 302 -1.6% 54 18 35.3% #REF! #REF!

9 日吉津村 9/6(火) 151 79 61.2% 9 6.0% 350.0% 169 96.5% 33 11 41.8% 1,576 13,832

10 智頭町 9/20(火) 2,100 105 36.4% 3 #DIV/0! -25.0% 157 38.9% 65 22 61.9% 71,698 683 23,899

11 大山町 9/27(火) 627 98 -10.9% 9 1.4% -30.8% 203 -13.6% 59 20 60.2% 138,002 1,408 15,334

12 北栄町 10/3(月) 623 94 -22.3% 9 1.4% -47.1% 100 -24.2% 77 26 81.9% 127,957 1,361 14,217

13 智頭町 10/16(日) 2,100 280 85 -28.6% 4 1.4% -66.7% 148 0.7% 50 17 58.8% 99,518 1,171 24,880

14 伯耆町 10/23(日) 174 -11.2% 17 6.1% 0.0% 369 -9.8% 84 28 48.3% 101,182 582 5,952

15 琴浦町 11/6(日) 4,980 642 261 -7.0% 7 1.1% -11.0% 462 1.0% 48 16 18.4% 154,107 590 22,015

16 大山町 11/16(水) 627 101 6.3% 11 1.8% 0.0% 210 22.1% 47 16 46.5% 138,002 1,366 12,546

17 南部町 11/21(月) 2,580 413 148 1.4% 5 1.2% -54.5% 280 -27.1% 81 27 54.7% 111,470 753 22,294

18 智頭町 12/20(火) 2,100 224 106 -12.4% 8 3.6% 33.3% 146 -16.1% 54 18 50.9% 102,778 970 12,847

OP数 費用

124,491

一人当費用
市町村 OP健診日

折込
部数

DM数
健診全体 内協会 がん検診

● 28年度の実施状況を踏まえ、29年度を計画中 

平成28年度実施状況 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業 ： 市町村集団健診に合わせた広報の状況 

平成28年度実施状況 

  協会DM 国保DM 広報誌折込 新聞折込 OP健診 

鳥取市 0 0 0 7 0 

岩美町 2 0 1 1 0 

若桜町 1 0 1 1 0 

智頭町 3 1 0 4 4 

八頭町 2 1 0 2 0 

倉吉市 3 1 4 0 0 

湯梨浜町 3 0 2 0 0 

三朝町 2 0 0 2 1 

琴浦町 1 0 0 2 2 

北栄町 2 0 1 0 1 

米子市 0 0 0 0 0 

境港市 2 0 0 1 0 

日吉津村 3 2 0 1 2 

大山町 3 3 3 0 2 

南部町 2 1 0 1 1 

伯耆町 4 1 2 0 3 

日南町 4 1 3 0 2 

日野町 2 0 2 0 0 

江府町 1 0 1 0 0 

合 計 40 11 20 22 18 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進 

1面は、各市町村の健康課題を掲載 2～3面は、検診の受け方等を掲載 
4面は、各市町村の集団健診の日程表を掲載 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業 ： 19市町村ごとの健診ガイドによる健診受診勧奨リーフレットの作成 

目的 
健診・医療費データからの分析をもとに、市町村ごとの健康課題を抽出し、リーフレットにおいてより身近な課題としての提案を行う 
リーフレットは、協会からのDMや市町村からの広報としても活用する 

●協会けんぽと連携先の間で医療情報の分析や広報・保健事業等を共同して実施 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●鳥取県・市町村や医療関係団体とさらなる連携の強化・拡大の推進 

●協会けんぽと連携先の間で医療情報の分析や広報・保健事業等を共同して実施 

 19市町村ごとに健康課題を抽出し、「健診ガイド」1面の訴求点として活用（抜粋） 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業 ： 市町村集団健診会場でのオプショナル健診の実施 

市町村名 内 容 

1 琴浦町 
急性心筋梗塞、脳梗塞、高血圧性慢性腎不全など高血圧性疾患で死亡する人が多い！「日本の平均を100とすると、急性心筋梗塞241.3、脳梗塞148.9、高血圧性疾患
243.2」 

2 智頭町 急性心筋梗塞、脳梗塞で死亡する人が多い！「日本の平均を100とすると、急性心筋梗塞252.5、脳梗塞140.7」 

3 八頭町 「がん」で死亡する人が多い！八頭町でなくられた方の死因は4人に1人は「がん」です！ 

4 鳥取市 がんにかかる人は2人に1人、がんで亡くなる人は3人に1人～「鳥取市の喫煙者割合は県内で4番目に多い！」 

5 伯耆町 
死因の上位は血管の病気！ 1位心臓病（37.2％）、2位脳梗塞（22.2％） 県も国も死因の1位はがんですが、伯耆町では心臓病・脳梗塞などの血管の病気で亡くなる人が多
い 

6 倉吉市 がんで死亡する人が多い！全国平均の1.26倍、県内ワースト2位 

7 北栄町 
健診は、生活習慣病予防のため、身長・体重や血液検査などで今の体の状態を調べます。現状、腹囲・BMI・血圧・中性脂肪・悪玉コレステロールが県平均より悪い傾向に
あります。 

8 大山町 悪性新生物で死亡する人が一番多い、なのにがん検診受診率はワースト2位 

9 若桜町 肝臓のがん、肺の病気で亡くなる人が多い！全国と比べて肝臓がんは4.7倍、肺疾患は3.1倍 

10 日南町 急性心筋梗塞、悪性新生物で死亡する人が多い！「日本の平均値と比較すると、急性心筋梗塞約1.9倍、悪性新生物（がん）約1.5倍」 

11 南部町 糖尿病と脂質異常症の薬を飲んでいる人は、県内で一番多い！高血圧は2番目に多い！ 

12 湯梨浜町 急性心筋梗塞、脳梗塞、がんで死亡する人が多い！「日本の平均を100とすると、急性心筋梗塞137.3、脳梗塞124.8、がん112.6」 

13 岩美町 メタボに当てはまる方が県内で一番に多い。その中でも・・・中性脂肪、血圧が高い方、肥満、お腹まわりの大きい方の割合が県内で一番多い 

14 三朝町 脳血管疾患で亡くなる人が県内ワースト1位、高血圧・メタボ・飲酒の機会・喫煙割合 

15 日吉津村 気になる健診結果がこんなに！空腹時血糖・ワースト1位、HbA1C・血圧・中性脂肪・悪玉コレステロールはすべてワースト2位 

16 日野町 メタボ率県内ワースト1位、肥満率県内ワースト1位、喫煙率県内ワースト1位 

17 境港市 
がんにかかる人が多い！ 日本の平均を100とすると胃がん（男）124・胃がん（女）138、大腸がん（男）106・大腸がん（女）129、肺がん（男）117・肺がん（女）152、乳がん（女）
112、子宮がん（女）119 

18 米子市 医療費で最も多いものは「がん」で、全体の26.2％。「高血圧、糖尿病、脂質異常症」を合わせたものは21.6％生活習慣病が関係するもので約半数を占めています。 

19 江府町 全国と比較してがん死亡者が多い！全国で4人亡くなるところが、江府町では6人亡くなることに！ 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●特定健診・がん検診 ダブル受診勧奨事業 ： 未受診者勧奨（市町村別） 

目的 未受診者勧奨用DM等も協会が主導し、市町村の意見を聴き取りながら作成する 
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【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●特定健診・未受診者勧奨事業 ： 個別勧奨（事業主宛送付） 

目的 事業主へ、従業員の健診結果に応じた事後フォローを促す内容の勧奨を実施 



●市町村と連携し、被保険者の事業主への被扶養者特定健診受診勧奨の実施（社長メッセージ） 

45 

市町へ首長名使用の許諾 
首長と鳥取支部長の連
名で勧奨状に事業主名
使用の依頼 

被扶養者へ鳥取支部長と事
業主の連名での勧奨状（ア
ンケートも同封） 

フロー図 

対象事業所は、倉吉市・三朝町・大
山町・日南町・日野町・江府町に所
在する事業所 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

社長メッセージ
同意あり 

社長メッセージ
同意なし 

合
計 

件
数 

構成比 
件
数 

構成比 

健康経営宣言あり 43 52.4％ 39 47.6％ 82 

健康経営宣言なし 163 25.0％ 489 74.9％ 653 

合 計 206 28.0％ 528 71.8％ 735 

※ 健康経営に取り組む事業所は、取り組まない事業所に比べて家族の健康 
  増進にも理解のあることも分かった 

 

同意事業所で被保険者が勤務する被扶養者宛に送付 
■ 勧奨状件数      1,303件 
■ アンケート回収件数  231件 
■ 効果測定は、平成29年度の予定 

目的 被保険者の勤務先の事業主から被扶養者にむけて「定期的な受診を希望している」旨のメッセージを発信することで、被扶養者の受診行動につなげる 
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① 鳥取県薬剤師会との包括的連携協定および薬局窓口における健診受診勧奨などの事業連携 

●関係団体との連携強化 

包括連携協定の締結（締結日 平成28年8月8日） 

連携・協力の事項 
 ‣ 医薬品の正しい知識の普及及び適正使用に関すること 
 ‣ ジェネリック医薬品の使用促進に関すること 
 ‣ 生活習慣病の発症予防と重症化予防に関すること 
 ‣ 県民の健康づくりの推進に関すること 
 ‣ かかりつけ薬剤師・薬局の普及に関すること 
 ‣ その他、前条の目的を達成するために必要な事項に関すること 
 

連携事業 
 ‣ 薬局窓口における特定健診（がん検診）の受診勧奨 
 ‣ かかりつけ薬剤師・薬局の連携した周知広報 
 ‣ 事業主、加入者へのジェネリック医薬品の普及・啓発 
 ‣ 事業主、加入者向け研修会等の連携・協力した実施 
  

受診勧奨の内容 
 ‣ 薬局窓口のお客様に、特定健診の受診勧奨を行う。最長6か月間の追跡をし、特定健診受診完了時には、受診確認票（ハガキ）の 
   提出をしていただく。 
 
   

一般財団法人鳥取県薬剤師会 徳吉会長（左）と石本支部長（右） 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

・薬局窓口における受診勧奨は、平成29年2月現在取りまとめ中。 
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② 株式会社鳥取銀行との「健康経営の取り組みに係る連携・協力に関する協定」の締結 

●地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 

連携協定の締結（締結日 平成28年8月23日） 
連携・協力の事項 
 ‣ 鳥取県内の中小企業等に対する健康経営の普及に関する活動及び優遇サービスの実施 
 ‣ 健康経営に関する情報交換 
 ‣ その他、目的を達成するために必要な事項に関すること 
 
連携事業 
 ‣ 鳥取県と鳥取支部で認定する「社員の健康づくり宣言」事業所及 
   び加入者に対し、健康づくりの取り組み度合いによって、利率を優遇 
   する専門商品の取り扱いを開始する。 

事業所向けのチラシより抜粋 

日本海新聞  
平成28年8月23日 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●関係団体との連携強化 

・29年度も、健康経営の普及と事業所支援の強化策として、強化を図る。 
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③ 鳥取県社会保険労務士会との健康づくりの推進及び健康保険制度運営にかかる包括協定締結 

●地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 

連携協定の締結（締結日 平成28年10月14日） 

連携・協力の事項 
 ‣ 健康診断の受勧奨に関すること 
 ‣ 事業者健診結果データの取得促進に関すること 
 ‣ 健康経営の取組促進に関すること  
 ‣ 医療費の適正化に関すること 
 ‣ 健康保険委員の登録勧奨に関すること 
 ‣ 健康保険制度の適正な運営に資する相互の協力に関すること 
 ‣ その他、前条の目的を達成するために必要な事項に関すること  
 
 

連携事業 
 ‣ 健診受診率の向上 
 ‣ 健康経営の普及促進 
 ‣ 健康保険委員の登録拡大 
 ‣ 債権発生防止などによる医療費適正化の推進 
 ‣ 健康保険制度の適正運営 
 

 
  
  

平成28年10月15日 日本海新聞 

【１．保険運営の企画   (2)地域の実情に応じた医療費適正化の総合的対策 ←支部重点取組 】 

●関係団体との連携強化 

・28年度7月～11月において、「事業者健診結果データの取得促進」を実施。 
 参加社会保険労務士数 47名 
 同意書取得事業所   101社（41％の取得、対象事業所247社） 
・29年度検討中 



実施結果（全国計） 

通知対象条件 コスト 対象者数 
軽減効果人数 
（切替割合） 

医療費全体 
鳥取支部加入者の 

軽減額集計 
軽減額／月 軽減額／年※ 

21年度 
・40歳以上の加入者 
・軽減効果額200円以上 

約7.5億円 約145万人 
約38万人 
（26.2%） 

約5.8億円 約69.6億円 

約8,680万円 

22年度 
・35歳以上加入者 
・軽減効果額300円以上 
・21年度通知者は対象外 

約4.7億円 約55万人 
約11万人 
（21.5%） 

約1.4億円 約16.8億円 

23年度 
・35歳以上加入者 
・軽減効果額300円以上 
・22年度通知者は対象外 

約5.0億円 

1回目 約84万人 
約20万人 
（23.3%） 

約2.5億円 約39.3億円 
（1回目約30.0億円） 
（2回目約9.3億円） 2回目 約21万人 

約5.3万人 
（25.4%） 

約0.8億円 

24年度 

・35歳以上加入者 
・軽減効果額は 

医科400円以上 
調剤200円以上 
  （2回目は400円） 

・23年度通知者は対象外 

約4.8億円 

1回目 約96万人 
約24万人 
（25.1%） 

約3.1億円 
約48.0億円 

（1回目約37.2億円） 
（2回目約10.8億円） 

 2回目 約27万人 
約7万人 
（24.9%） 

約0.9億円 

25年度 

・35歳以上加入者 
・軽減効果額は 

医科400円以上 
調剤250円以上 
  （2回目は400円） 

約2.4億円 

1回目 
（9月） 

約134万人 
約32万人 
（24.1%） 

約4.4億円 

約83.1億円 
（1回目約52.8億円） 
（2回目約30.3億円） 

約3,600万円 2回目 
（2月） 

約50万人 
約15万人 
（29.0%） 

 
約2.5億円 

合計 約185万人 
約47万人 
（25.4%） 

約6.9億円 

26年度 

・35歳以上加入者 
・軽減効果額は 

医科600円以上 
調剤150円以上 

約3.9億円 

1回目 
（9月） 

約166万人 
約46万人 
（28.0%） 

約7.0億円 

約157.7億円 
（1回目約84.3億円） 
（2回目約73.4億円） 

約6,900万円 
2回目 
（2月） 

約163万人 
約42万人 
（25.7%） 

約6.1億円 

合計 約330万人 
約88万人 
（26.6%） 

約13.1億円 

※軽減額/月×12ヵ月（単純推計） 

【１．保険運営の企画   (3)ジェネリック医薬品の更なる使用促進 】 

●ジェネリック医薬品に切替えた場合の自己負担額の軽減効果を通知するサービスの実施（年２回） 
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実施結果（全国計） 

通知対象条件 コスト 対象者数 
軽減効果人数 
（切替割合） 

医療費全体 
鳥取支部加入者の 

軽減額集計 
軽減額／月 軽減額／年※ 

27年度 

・35歳以上加入者 
・軽減効果額は 

医科600円以上 
調剤100円以上 

約4.0億円 

1回目 
（9月） 

約181万人 
約51万人 
（28.1%） 

約7.3億円 

約188.5億円 
（1回目約87.2億円） 
（2回目約101.3億円） 

約8,630万円 
2回目 
（2月） 

約194万人 
約56万人 
（29.0%） 

約8.4億円 

合計 約375万人 
約107万人 
（28.5%） 

約15.7億円 

28年度 

・20歳以上加入者 
・軽減効果額は 

医科600円以上 
調剤100円以上 

・対象年月を従来の1か月分か
ら2か月分に拡大 

1回目 
（8月） 

約307万件 

※軽減額/月×12ヵ月（単純推計） 

【１．保険運営の企画   (3)ジェネリック医薬品の更なる使用促進 】 

●ジェネリック医薬品に切替えた場合の自己負担額の軽減効果を通知するサービスの実施（年２回） 
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注 ①平成28年度1回目の効果測定の公表は、平成29年2月の予定 
  ②平成28年度2回目の送付は、平成29年2月・効果測定の公表は平成29年9月の予定 



【１．保険運営の企画   (3)ジェネリック医薬品の更なる使用促進 】 

●ジェネリック医薬品希望シールの配布を行うなど加入者への適切な広報等の実施 

●医療機関関係者、薬局関係者へ働きかけ、セミナー等を開催 

●平成28年度の医療費のお知らせは、60日処方の方にも通知ができるよう
に対象月を複数にすることへ変更 

社会保険協会役員会・社会保険委員会役員合同研修会での講演 
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平成28年度 平成27年度 

通知書送付時期 平成28年8月、平成29年2月 平成27年9月、平成28年2月 

通知対象月（1回目） 平成28年3月～4月診療分 平成27年5月診療分 

通知対象月（2回目） 平成28年9月～10月診療分 平成27年10月診療分 

通知対象者 20歳以上 35歳以上 

軽減可能額の基準 
医科：600円以上 
調剤：100円以上 
（2か月分だが、月ごとで判定） 

医科：600円以上 
調剤：100円以上 

開催日 地区 受講者数 

平成28年12月6日（火） 中部地区 11人 

平成28年12月7日（水） 西部地区 23人 

平成28年12月7日（水） 東部地区 15人 

合計 49人 



【１．保険運営の企画   (3)ジェネリック医薬品の更なる使用促進 】 

【ジェネリック医薬品利用率推移（数量ベース）】 
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【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

●県、市町村などと連携し、主体となって職域・地域の両面から幅広く分析 

●県・市町村などと合同で健康課題を抽出、効果的な対策を立案・実施 

●鳥取大学など学術機関からのアドバイスを受け幅広い視野で検証 

●事業の推進のため、関係機関に発信し、連携を呼びかけ 

●加入者・事業主が行動変容につながるようにわかりやすく発信 

・協会けんぽベースでは協会全国平均・他支部との比較 
・県ベースでは、国保、後期と合算した県平均、市町村別での比較 
・今後の連携の状況により個別の分析にも着手  ※糖尿病、CKD（慢性腎臓病）、がんなどを検討中 

【１．保険運営の企画   (4)地域医療への関与 】   

●地域医療構想調整会議他の会議に、加入者・事業主を代表する立場で積極的に参画 

●他の保険者と連携しながら関係機関への働きかけや意見発信  

●策定された地域医療構想やその実施に向けてリーダーシップを発揮し、地域医療に貢献 

・「地域の健康課題に取り組む事業実施計画」の19市町村版の完成 
・平成28年度中に個別事業の立案に着手、平成29年度開始を目指す 

・リーフレット作成、支部および関係機関広報誌に掲載 

・研修会などで発表 
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・保険者協議会を介して、県内2次医療圏における地域調整会議の委員として参画（3地域） 



●地域・職域を合わせた医療費・健診結果等を集計、健康課題の抽出及び対策の実施 
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健康づくりに関する事業連携 

 
健診受診結果 
健診受診状況 
レセプト状況 
医療費状況 

事業所・加入者情報 

協会けんぽ 
 

健診受診結果 
健診受診状況 
レセプト状況 
医療費情報 
加入者情報 

国保・後期高齢 

同じ切り口で分析 

共有 
※個人情報保護に関する法を遵守 

健康課題を抽出 

 

 
鳥取県民の健康課題に合わせた 

健康づくり事業を実施 

協会けんぽ・国保・後期高齢 

・鳥取県健康政策課 
・福祉保健事務所（福祉保健局） 
・鳥取労働局 
・鳥取県産業保健総合支援センター 

アドバイス 
事業進捗状況 

情報提供 

●分析・アドバイス 

・がん検診・特定健診受診啓発に使える
データを抽出・解析 

・健診受診、企業の規模、企業の実施す
る健診状況とがん医療費との関連を解
明する。 
 
●取組評価 
・協会けんぽが提供するデータを検証 

鳥取大学医学部 

Ⅰ⇒保険者単位 
※現状 

分析レベル 

Ⅱ⇒保険者統合（概要） 
※協会けんぽは、鳥取県国民健康 
保険団体連合会の連携による 

Ⅲ⇒19市町村別（詳細） 
※協会けんぽとの連携による 

Ⅳ⇒施策の効果検証 
仮説～対策～効果検証 

分析結果提供 
事業アドバイス 

事業進捗状況 
情報提供 

【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 



【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

●医療費分析などの鳥取支部成果物 
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発行時期 タイトル 

平成26年2月 傷病手当金支払実績による精神疾患分析 

平成26年3月 平成25年度版：鳥取支部基礎資料 

平成26年3月 平成25年度版：鳥取支部基礎資料（市町村別） 

平成26年3月 平成25年度版：事業所アンケート 

平成26年8月 業種別分析 

平成26年12月 平成26年度版：加入者アンケート 

平成27年2月 平成26年度版：鳥取支部基礎資料 

平成27年3月 鳥取大学との共同研究：生活習慣病予防健診のすすめ 

平成27年8月 

【医療費編】協会・14国保連携分析（第1版） 

【健診編】協会・14国保連携分析（第1版） 

【概要編】協会・14国保連携分析（第1版） 

地域の健康課題に取り組む事業実施計画（H27.8時点案） 

平成27年11月 

【医療費編】協会・19国保連携分析（第2版） 

【健診編】協会・19国保連携分析（第2版） 

【概要編】協会・19国保連携分析（第2版） 

平成28年4月 市町村との特定健診・がん検診 受診率合算表 

平成28年11月 たばこアンケート（喫煙対策） 
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【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

●市町村との共同分析 

目的 
協会・国保データを合算して、19市町村ごとに健診受診率等を算出 
課題解決のために具体的な数値を上げることにより、ターゲットの絞り込みや現場のモチベーションを上げることを狙う 
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【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

●市町村との共同分析②：健診編 

目的 
協会・国保データを合算して、19市町村ごとに健診受診率を算出 

課題解決のために具体的な数値を上げることにより、ターゲットの絞り込みや現場のモチベーションを上げることを狙う 市町村別に特定健診受診率とがん
検診受診率をレーダーチャートにまとめ、受診率が低いゾーンを簡易に把握するための資料として作成 
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① 目的 

‣ 鳥取県は、75歳未満のがん死亡率が2年連続ワースト3位であり、協会けんぽ鳥取支部では、がん検診の受診率向上に取り組んでいるが、 
  がん発生の最大の原因といわれる喫煙対策の企画立案することを目的とし、アンケートを実施した。 

● たばこアンケートの実施 

② 実施期間 

‣ 平成28年6月1日～平成28年6月30日 

③ 対象者・アンケートの種類・方法 

‣ 支部加入事業所 
    事業所担当者用・・・事業所における喫煙の取り組み状況等について回答 
‣ 支部加入者のうち、喫煙者と禁煙者（禁煙に成功した者） 
    加入者用・・・・・・・・・喫煙者と禁煙者、共通項目で構成し、それぞれ喫煙歴や禁煙のきっかけ等について回答 
‣ 支部加入事業所（全事業所）へ、事業所用として1枚、喫煙者用1枚、禁煙者用1枚の合計3枚を送付 
 

④ アンケート件数 

‣ アンケート配布事業所数 8,413件 
 
‣ 事業所担当者用     2,435件（回収率28.9％） 
‣ 加入者用（喫煙者）  1,794件 
‣ 加入者用（禁煙者）  1,224件 
      加入者用（合計） 3,018件 

【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

目的 がん死亡率が高い現状において、今後の取り組みの参考とするために『たばこアンケート』を支部内全事業所に依頼 
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⑤ 意見発信の状況 

日本海新聞紙上での意見広告 

平成28年9月17日 日本海新聞  （広報・段広告）  

‣ 平成28年11月完成 
‣ HPや広報の活用 
‣ 関係機関や各種会議等での意見発信 
‣ 29年度上期での研修会資材への活用準備 等 

【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

● たばこアンケートの実施 



60 

【１．保険運営の企画   (5)調査研究の推進等 ←支部重点取組 】 

● たばこアンケートの実施 



【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 

●協会事業の理解と参画を推進するため、「事業所・加入者向け総合パンフレット」を作成・配布 

●地元新聞社を活用し、加入者のみならず広く一般の方々への広報を推進 

発行種別 広報種別 対象者 発行月 発行数 関係団体 

支部独自作成 

納入告知書同封チラシ 事業主・事務担当者 毎月20日頃 約8,500 年金機構 

社会保険とっとり 事業主・事務担当者 毎月20日頃 約5,500 社会保険協会 

けんぽ便りとっとり 健康保険委員 年4回 約1,800 

健康経営通信 健康経営宣言事業所 年4回 約1,100 鳥取県 

メルマガ 登録者 毎月最終金曜日 約100 

HP 不特定多数 随時 不特定 

プレスリリース メディア関係 随時 約30 メディア関係 

日本海新聞掲載 
知っ得！ 協会けんぽ 新聞購読者 毎月下旬 不特定 日本海新聞 

新聞段広告 新聞購読者 随時 不特定 

メディア掲載 新聞、雑誌、テレビなど 不特定多数 随時 不特定 メディア関係 

●加入者から直接意見を聞くため、アンケートや対話集会を実施 
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実施アンケート 
 
①たばこアンケートを実施し、喫煙対策への立案に活用 
②企業健康度カルテの活用度合いを確認し、29年度の事業展開に活用 
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【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 

●納入告知書同封チラシ：毎月掲載 

平成28年4月 

掲載月 掲載内容 

平成28年4月 特定健診、健康保険制度変更、花粉症にもジェネリック 

平成28年5月 被扶養者の資格確認、限度額適用認定書、禁煙治療 

平成28年6月 健康保険担当者研修、第三者行為による傷病届 

平成28年7月 社員の健康づくり宣言、無効となった健康保険証の返却 

平成28年8月 平成27年度決算見込み、ジェネリック医薬品軽減額通知 

平成28年9月 健康経営セミナー、特定保健指導 

平成28年10月 年金委員・健康保険委員研修会、特定健診、住所変更届 

平成28年11月 たばこアンケート結果、健康保険給付の請求期限 

平成28年12月 
生活習慣病予防健診、扶養家族には特定健診・がん検診のダブ
ル受診、健康保険証を使用できるのは退職日まで、申請書の郵
送化 

平成29年1月 
医療費のお知らせ、退職後の傷病手当金、情報提供サービス再
開 

平成29年2月 保険料率（本部作成） 

平成29年3月 保険料率、マイナンバー、生活習慣病、特定健診 
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【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 

●社会保険とっとり：毎月掲載  ※社会保険協会作成（原稿提供） 

平成28年4月 

掲載月 掲載内容 

平成28年4月 健康保険証交付時期、療養費（立て替え払い） 

平成28年5月 傷病手当金 

平成28年6月 整骨院・接骨院のかかり方、事業者健診結果データ提供 

平成28年7月 限度額適用認定証 

平成28年8月 出産手当金 

平成28年9月 
社員の健康づくり宣言書、事業者健診結果データ提供、健康保険
委員 

平成28年10月 埋葬料（費） 

平成28年11月 「健康経営」実践のすすめ 

平成28年12月 ジェネリック医薬品 

平成29年1月 限度額適用認定証 

平成29年2月 任意継続 

平成29年3月 申請書の提出先（協会・年金機構） 
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【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 

●日本海新聞：段広告 

目的 新聞広告を行い、記事内容も協会けんぽに関することを取り上げてもらうことにより協会けんぽの認知度を高める 

平成28年4月19日 日本海新聞  （広報・段広告）  平成28年6月20日 日本海新聞  （広報・段広告）  



65 

【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 

●日本海新聞：毎月掲載「知っ得 協会けんぽ」 

掲載月 掲載内容 

平成28年4月 月の途中で退職した時の健康保険料は？ 

平成28年5月 病気で仕事を休んだときは？ 

平成28年6月 入院や手術で医療費が高額になるときは？ 

平成28年7月 相手のある事故でけがをしたときは？ 

平成28年8月 出産したときの給付は？ 

平成28年9月 健康づくりのプロがしっかりサポート！ 

平成28年10月 保険証が届く前に医療機関を受診するときは？ 

平成28年11月 ジェネリック医薬品を使ってみたい場合は？ 

平成28年12月 ご本人・ご家族が亡くなったときは？ 

平成29年1月 仕事中のケガには健康保険は使えません。 

平成29年2月 健診費用って補助があるの？ 

平成29年3月 退職後の健康保険の加入は? 

平成28年4月 



●プレスリリース・メディア掲載 

【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 
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プレスリリース 

実施日 内容 紙面 

1 平成28年4月27日 市町村別 健診ガイドの作成 

2 平成28年6月7日 日南町の集団検診 掲載 

3 平成28年7月4日 琴浦町の集団検診 

4 平成28年7月4日 三朝町の集団検診 掲載 

5 平成28年7月11日 健康保険担当者研修会 掲載 

6 平成28年7月13日 第1回評議会 掲載 

7 平成28年7月28日 智頭町の集団検診 

8 平成28年7月28日 伯耆町の集団検診 

9 平成28年8月18日 鳥取銀行との連携 掲載 

10 平成28年8月26日 日吉津村の集団検診 掲載 

11 平成28年9月30日 北栄町の集団検診 

12 平成28年10月24日 第2回評議会 掲載 

13 平成28年11月1日 健康宣言事業所1,000社目、認定
書交付式 

掲載 
 

14 平成28年11月1日 たばこアンケート 

15 平成28年11月2日 第1回健康づくり推進協議会 

16 平成28年11月2日 大山町の集団検診 

17 平成28年11月11日 南部町の集団検診 

18 平成28年11月11日 健康保険委員研修会 掲載 

19 平成28年12月16日 第3回評議会 掲載 

目的 プレスリリースを積極的に行い、新聞記事の掲載により協会けんぽの認知度を高める 



●協会けんぽのしおり・健康づくり啓発リーフレット 

【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 
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発行時期 タイトル 協力機関 

平成25年6月 健さんの“がん闘病記” 鳥取県、鳥取大学：谷口教授・尾崎教授 

平成25年10月 
健康保険委員 康代さ
んの 会社まるごと禁煙
大作戦！！ 

鳥取県、鳥取労働局、鳥取大学：尾崎教授 

平成26年5月 
保健師ゆみちゃんが伝
えたい高血圧に関する
10のこと 

鳥取県、鳥取大学：谷口教授 

平成26年11月 
社長ヒロさん メンタル
ヘルス山を登る 

鳥取県、鳥取労働局、産業保健センター 



【メルマガ】 
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【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 
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メルマガ配信件数 

目標数 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

28年度 120 3 1 0 0 1 135 27 22 1 32 

メルマガ新規登録数 

保険料率変更に関
する臨時号配信
（2/9、1011件） 
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【  １．保険運営の企画    (6)広報の推進 】 
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【  １．保険運営の企画   (7)的確な財政運営 】 

●評議会を適切に運営し、評議員による事業支援を得る 

構成 氏名 所属 推薦団体 

被保険者代表 

花原 秀明 
三洋製紙株式会社 取締役総務部長 
鳥取県社会保険委員会連合会会長 

（健康保険委員） 

後藤 文男 
（28.10.31まで） 

日本交通株式会社 米子営業所 所長補佐 （健康保険委員） 

細田 正人 
（28.11.1～） 

日ノ丸自動車 株式会社 

馬場 一憲 日本労働組合総連合会鳥取県連合会  副事務局長 公募 

事業主代表 

竹中 由紀夫 
鳥取商工会議所 常議員 
（大和建設株式会社 代表取締役社長） 

鳥取県商工会議所連合会 

河毛 寛 
鳥取県商工会連合会 副会長 
（株式会社アキラス 代表取締役社長） 

鳥取県商工会連合会 
（健康保険委員） 

嶋田 耕一 
鳥取県中小企業団体中央会 東部支部長 
（山野商事株式会社 代表取締役社長） 

鳥取県中小企業団体中央会 

学識経験者代表 

山田 修平 学校法人藤田学院 鳥取短期大学 理事長兼学長 

堀安 宗威 
（28.10.31まで） 

米子市社会福祉協議会 監事 

足立 収平 
（28.11.1～） 

鳥取県私学振興会 監事 

門脇 憲彦 株式会社新日本海新聞社 取締役総務局長 

・評議会を年6回開催予定（平成27年度は4回開催） 

・評議会では、協会事業などをわかりやすく説明し、協会事業に対して意見をいただくだけでなく、事業への理解と協力を得る。 

・特に財政基盤強化については、地元国会議員などへの口添え、事業所への周知など協力を要請する。 
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【  １．保険運営の企画   (7)的確な財政運営 】 

●評議会を適切に運営し、評議員による事業支援を得る 

・評議会を年5回開催予定 

・評議会では、協会事業などをわかりやすく説明し、協会事業に対して意見をいただくだけでなく、事業への理解と協力を得る。 
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開催日 議 題 

平成28年7月21日（木） 
・平成27年度決算報告 
・平成27年度事業結果 
・平成28年度事業進捗状況 

平成28年10月31日（月） 
・平成29年度平均保険料率について 
・平成28年度の事業進捗状況と下期の取り組み方針について 

平成28年12月22日（木） 
・平成29年度保険料率に関する動向について 
・平成29年度の事業の方向性と予算等について 

平成29年1月20日（金） 
・平成29年度都道府県単位保険料率に対する支部長意見について 
・平成29年度鳥取支部事業計画案について 
・協会けんぽにおけるインセンティブ制度について（後期高齢者支援金の加算・減算） 

平成29年3月24日（金） 

平成29年1月21日 日本海新聞 



年度 日 活動内容 

平成23年 
署名活動 
※鳥取支部以外では、福島、山形、岐阜、宮崎の4支部 

309事業所 
9947筆 
（連合鳥取2288筆） 

平成24年 
署名活動 ※全国展開 鳥取支部：35453筆 

11月6日（火） 全国大会 ※常田評議員登壇 全国：317万507筆 

平成26年 

7月22日（火） 

鳥取県大会（とりぎん文化会館） 
 
  【来賓】 
    衆議院議員：石破 茂 
    衆議院議員：赤沢 りょうせい 
    衆議院議員：舞立 昇治 

 
  【意見交換出席者】 
    鳥取県商工会議所連合会（鳥取商工会議所 副会頭） 
      理事  英 義人 
    鳥取県中小企業団体中央会 
      会長  谷口 譲二 
    鳥取県商工会連合会 
      会長  井木 久博 
    鳥取県社会保険委員会連合会 
      会長  花原 秀明 
    鳥取支部評議員 
      山田修平評議会議長、河毛寛評議員、竹中由紀夫評議員 

 
  【協力依頼団体】 
    日本労働組合連合会鳥取県連合会 
    鳥取県経済同好会 
    一般社団法人 鳥取県経営者協会 
    一般社団法人 鳥取県法人会連合会 

 

約200名 

11月18日（火） 全国大会（ニッショーホール） 約700名 

●財政基盤強化の取り組み 

【  １．保険運営の企画   (7)的確な財政運営 】 
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【  １．保険運営の企画   (7)的確な財政運営 】 

●協会の財政状況と基盤強化について、理解・協力を得るため、加入者及び事業主、関係方面に発信 

28年度 
医療給付費についての 

調整前の保険料率 
（a） 

医療給付費についての 
調整後の保険料率 

（b） 

所要保険料率 
（b＋4.84） 

保険料率（激変緩和措置後） 
（精算・特別計上等除く） 

（c） 

保険料率（激変緩和措置後） 
（精算・特別計上等含む） 

（c＋α） 

全国計 5.16 5.16 10.00 10.00 10.00 

鳥取 5.83 5.07 9.91 9.96 9.96 

（注） 
 ・所要保険料率は、医療給付費についての調整後の所要保険料率に、傷病手当金等の現金給付費（0.45%）、後期高齢者支援金等（3.70%）、保健事業

費等（0.70%）、その他収入（▲0.02%）に係る合計の保険料率（4.84%）を加算したものである。 
 
 ・保険料率（ｃ）は、激変緩和措置として、当該支部の医療給付費についての調整後の保険料率の全国計との差が10分の4.4となるよう調整した上で、全

国一律の保険料率4.84%を加算したものである。 
 
 ・保険料率（ｃ＋α）は、保険料率（ｃ）には含まれていない、平成26年度の都道府県支部ごとの収支における収支差の精算分、平成26年度の都道府県単

位保険料率を凍結したことに伴う精算分及び支部ごとの特別計上分等を含めて算定したもの。 
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29年度 
医療給付費についての 

調整前の保険料率 
（a） 

医療給付費についての 
調整後の保険料率 

（b） 

所要保険料率 
（b＋4.84） 

保険料率（激変緩和措置後） 
（精算・特別計上等除く） 

（c） 

保険料率（激変緩和措置後） 
（精算・特別計上等含む） 

（c＋α） 

全国計 5.24 5.24 10.00 10.00 10.00 

鳥取 5.98 5.18 9.94 9.97 9.99 

（注） 
 ・所要保険料率は、医療給付費についての調整後の所要保険料率に、傷病手当金等の現金給付費（0.45%）、後期高齢者支援金等（3.77%）、保健事業

費等（0.56%）、その他収入（▲0.02%）に係る合計の保険料率（4.76%）を加算したものである。 
 
 ・保険料率（ｃ）は、激変緩和措置として、当該支部の医療給付費についての調整後の保険料率の全国計との差が10分の5.8となるよう調整した上で、全

国一律の保険料率4.84%を加算したものである。 
 
 ・保険料率（ｃ＋α）は、保険料率（ｃ）には含まれていない、平成27年度の都道府県支部ごとの収支における収支差の精算分および支部ごとの特別計上

分を含めてを凍結したことに伴う清算分及び支部ごとの特別計上分等を含めて算定したもの。 



【  １．保険運営の企画   (7)的確な財政運営 】 

【健康保険料率等推移（全国平均および中国・四国ブロック）】 
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平成21年度 
（9月～） 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

全国平均 8.20% 9.34% 9.50% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 10.00% 

鳥取支部 8.20% 9.34% 9.48% 9.98% 9.98% 9.98% 9.96% 9.96% 9.99% 

島根支部 8.21% 9.35% 9.51% 10.00% 10.00% 10.00% 10.06% 10.09% 10.10% 

岡山支部 8.22% 9.38% 9.55% 10.06% 10.06% 10.06% 10.09% 10.10% 10.15% 

広島支部 8.22% 9.37% 9.53% 10.03% 10.03% 10.03% 10.03% 10.04% 10.04% 

山口支部 8.22% 9.37% 9.54% 10.03% 10.03% 10.03% 10.10% 10.13% 10.11% 

徳島支部 8.24% 9.39% 9.56% 10.08% 10.08% 10.08% 10.10% 10.18% 10.18% 

香川支部 8.23% 9.40% 9.57% 10.09% 10.09% 10.09% 10.11% 10.15% 10.24% 

愛媛支部 8.19% 9.34% 9.51% 10.03% 10.03% 10.03% 10.03% 10.03% 10.11% 

高知支部 8.21% 9.38% 9.55% 10.04% 10.04% 10.04% 10.05% 10.10% 10.18% 

激変緩和率 － 1.0/10 1.5/10 2.0/10 2.5/10 2.5/10 2.5/10 3/10 4.4/10 5.8/10 

13% 13% 16.4% 16.4% 16.4% 16.4% 16.4% 16.4% 16.4% 16.4% 16.4% 



 【資料構成】 【２．健康保険給付等   (11)健康保険委員の活動強化と委嘱者数拡大 ←支部重点取  】 

●健康保険委員設置事業所数  1,800事業所目標 

・平成28年7月 電話勧奨実施（企画職員、派遣業者） 「健康保険委員・健康宣言・事業者健診データ同意書」の3点セットを勧奨 

・新規適用事業所に対して、年金機構開催の新規適用事業所説明会に参加し呼びかけ 

・平成29年2月 平成28年1月～平成29年1月までに新規適用となった事業所へ文書勧奨を実施（490事業所）  
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●健康保険委員の活動強化：研修会・セミナーなどの実施 

日程 内容 地域 参加者数 

平成28年11月17日（木） 
委員研修会 

（年金機構と合同 
西部 153 

平成28年11月24日（木） 
委員研修会 

（年金機構と合同） 
中部 76 

平成28年11月29日（木） 
委員研修会 

（年金機構と合同） 
東部 128 

目的 健康保険担当者向けに情勢にあったタイムリーな内容の研修会を実施 

平成28年11月22日 日本海新聞 

※ 参加者総数、27年度に比べ47人の減少 

【２．健康保険給付等   (11)健康保険委員の活動強化と委嘱者数拡大 ←支部重点取 組 】 



 【資料構成】 

● 健康保険委員表彰の実施 
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【２．健康保険給付等   (11)健康保険委員の活動強化と委嘱者数拡大 ←支部重点取 組 】 



 【資料構成】 

左：司会   
右（パネラー）：年金事務所・協会けんぽ 

● 年金委員・健康保険委員研修会 

「ライフステージ毎に利用できる社会保険」と題し、パネルディスカッション方式での研修 
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【２．健康保険給付等   (11)健康保険委員の活動強化と委嘱者数拡大 ←支部重点取 組 】 



【２．健康保険給付等   (11)健康保険委員の活動強化と委嘱者数拡大 ←支部重点取  】 

●健康保険委員専用広報紙：けんぽ便りとっとり 
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平成28年5月号（抜粋） 

目的 健康保険制度の改正やQ&A、協会けんぽに関する情報や『ヘルシー料理のレシピ』等、幅広く有益な情報提供を行う 

発行月 掲載内容 

平成28年5月 
制度改正、データヘルス計画、評議会、被
扶養者の再確認、ヘルシーとっとりレシピ 

平成28年7月 

健康宣言・事業者健診結果データ提供のお
願い、被扶養者の再確認、お出かけの際に
も健康保険証をお忘れなく、社会保険事務
説明会の日程、健康保険委員研修会、健
康保険レベルアップ講座「海外療養費」、ヘ
ルシーとっとりレシピ 

平成28年9月 

年金・健康保険委員研修会、高額療養費、
生活習慣病予防健診、扶養家族には特定
健診とがん検診のダブル受診を！、平成27

年度事業報告、健康保険レベルアップ講座
「傷病手当金」、ヘルシーとっとりレシピ 

平成29年1月 

新年の挨拶、健康保険委員支部長表彰、
マイナンバー、被扶養者の認定要件、情報
提供サービス再開、鳥取支部の動き（9～
12月）、ヘルシーとっとりレシピ 



【３．保健事業  （３）その他の保健事業 】 

【３．保健事業  （４）データヘルス計画 】 

●健康づくり意識の醸成のため、市町村と共同による、地域別医療費分析などの情報を加えた「市町村別の健診ガイド」の作成・配布 

上位目標： 
   鳥取県との連携事業である「健康経営推進事業」、市町村など関係機関との連携により、 
   健診受診、特定保健指導などを柱とした健康づくりの環境整備・推進を行い、 
   加入者及び事業主、そして県全体が、健康づくりの重要性を認識し、積極的に取り組んでいる。 

   下位目標①：健康経営参画事業所数：平成30年3月末目標1,000事業所 
   下位目標②：特定健診受診率：平成30年3月末目標65% 
   下位目標③：特定保健指導実施率：平成30年3月末目標30% 

・A3両面カラーで作成 
・今まで健診を受けてこなかった層を開拓する勧奨ツールとして作成 
・1枚で、住民全体を網羅し、特定健診・がん検診の概略がわかる内容 
・医療費・健診結果などの分析結果から見えた各市町村の健康課題をわかりやすく表記 
・各市町村の情報を豊富に掲載 
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【３．保健事業  （４）データヘルス計画 】 
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下位目標 評価指標の結果 下位目標の実現のために具体的に実施した内容 ○成功・▼阻害 要因 

①事業所が
「健康経営
マイレージ」
に参画して
いる 

【H26実績→H27実績】 
・参画事業所数：425→683 
 

・平成28年度に向け、健康経営パンフレットを作成(28.3) 
・健康経営宣言、健康保険委員いずれか一方でも未登録の事業所約3,500社にダ
イレクトメール送付 
・27.10開催の健康経営セミナーに参加した事業所のうち、未宣言の事業所35社へ
DM送付 
・健康経営宣言・健康保険委員の両方が未登録の事業所約500件にDM送付(27.8) 
・健康保険委員登録事業所のうち、未宣言事業所約1,202件DM送付(27.8) 

・健康づくり包括連携協定を締結した市町村の事業主あてに健康経営宣言・健康
保険委員の登録勧奨のDM送付(27.7日吉津村・日野町、27.9境港市、27.10米子
市、28.3江府町) 

・鳥取県のみならず、協会と関係する団体に健康経営推進事業への後援を依頼し、
41の団体から承諾を得た。 

・商工団体、社会保険委員会、ロータリークラブなどの会合に支部長が出席し、トッ
プセールスによるマイレージ事業参画の呼掛けを実施 

○年度当初、中間、年度末などコン
スタントに事業所に勧奨文書を送付
したことが拡大につながったと思わ
れる。 
▼マンパワーの不足と思われる。 

 文書勧奨の反応が鈍化していくな
か、直接事業所を訪問し勧奨にあた
ることが望ましいが、当該年度はか
なわなかった。 

②事業所が
健康づくりメ
ニューに積
極的に取り
組んでいる。 

【H26実績→H27実績】 
・提案メニュー数：15→18 

・事業所毎の平均取組メニュー
数：4.3→4.0 
   

・健康経営通信の発行(3回)、事業所の健康づくりの取り組みを紹介 
・ポイント対象の研修会を開催(27.7、27.10、27.11) 
・支部長表彰14社、知事表彰5社実施 
・表彰式の様子や知事表彰事業所の取組を日本海新聞全段掲載。 

○企業健康度カルテや取組メニュー
を一方的に送付するにとどまってい
る。事業所が具体的に何に取り組ん
でいけばよいかというところまでのア
プローチが不足している。 
 そのために、28年度は取組報告を

積極的に出してもらえるようなメ
ニュー作りとし、アプローチのきっか
けづくりとして改善している。 

③健康づくり
に取り組ん
だ事業所の
健康度が改
善している。 

【H26実績→H27実績】 
・各種リスク保有率   
腹囲：32.1％→30.9％(H28.1末)   
血圧：38.5％→38.4％(H28.1末)  
代謝：11.8％→11.8％(H28.1末)  
脂質：25.1％→24.4％(H28.1末)  
喫煙：31.7％→30.6％(H28.1末)  
BMI25：24.2％→24.0％(H28.1末)・
メタボ該当率：11.8％→11.3％
(H28.1末) 
・メタボ改善率は、H28年度より検
証作業開始 

・特定保健指導の文書案内のほか、郵便が届いた頃に合わせた電話案内を実施。 

・面談や電話・文書などお客様のニーズに合わせた支援パターンによる特定保健
指導の実施。    
   
 

○対象者に合わせ、きめの細かい案
内や支援に努めたことによると思わ
れる。 
 

● データヘルス計画の実施にかかる評価（平成28年5月31日本部報告） 



【３．保健事業  （４）データヘルス計画 】 
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● データヘルス計画の実施にかかる評価（平成28年5月31日本部報告） 

下位目標 評価指標の結果 下位目標の実現のために具体的に実施した内容 ○成功・▼阻害 要因 

④事業所が健康
診断を従業員全
員に実施してい
る。被扶養者の
健診についても
働きかけをしてい
る。
 
 
  
 

【H26実績→H27実績】 

・生活習慣病予防健診の実施事業所数：
3306→3506(速報) 

・生活習慣病予防健診の受診者数：
34,982→37,670(速報) 
・生活習慣病予防健診の受診率：47.8％
→52.1％(速報) 

・事業者健診データ提供の同意事業所数：
1,272→1,559 
・事業者健診データ取込率：7.4％→5.9％ 
・特定健診実施率：46.6％→49.3％ 

・被扶養者特定健診の受診者数：
3,466→3,948 
・被扶養者特定健診の受診率：16.6％
→19.0％ 

・特定健診・がん検診のダブル受診と市町村別健診ガイドの作
成・配布（連携14市町村、142,800枚）協会からの勧奨や、市町
村の媒体、新聞折り込みを活用した広報 

・健康保険委員研修会など協会けんぽ主催の複数の研修会に
おいて、支部長のトップセールスによる健診受診勧奨を実施 
・市町村集団健診においてオプショナル健診の実施(30回） 

・鳥取県・鳥取労働局との三者連名のデータ提供依頼書を送付
（27.7） 
・H26年度に生活習慣病予防健診の申込の無い事業所へ訪問
勧奨（34社） 
・医療機関事業所へ事業者健診結果提供依頼訪問（3社）
  
 

○広報や健康宣言事業所の増加等より、
健康づくりに関する機運が高まっている。 

○被扶養者については、市町村との担
当者を定めきめの細かい動きに努めた
ことによるものと思われる。 

⑤健診受診率の
向上・市町村との
共同分析により、
精度の高い分析
ができ、効果的
な対策を実施で
きている。 

【H26実績→H27実績】 
・連携関係団体数：3→3（県・国保・鳥取大）" 
 

・協会・14市町国保連系分析の実施（27.8）・協会 
・19市町国保連系分析の実施（27.11） 
 

○市町村の地域の健康課題把握を目
的に、関係者間で協力・連携を図ったこ
とによるものと思われる。 
 

⑥事業所が健康
診断後の特定保
健指導対象者全
員に実施してい
る。
  
 

【H26実績→H27見込】 
・事業所数 994→1,042 
・初回面談率 41.7%→42.9% 
・中断率 24.6%→19.5%" 

・特定保健指導の文書案内のほか、郵便が届いた頃に合わせ
た電話案内を実施。・健康保険委員研修会など協会けんぽ主
催の複数の研修会において、支部長のトップセールスによる特
定保健指導推進を含めた健康経営実践の勧奨を実施・面談や
電話・文書などお客様のニーズに合わせた支援パターンによる
特定保健指導の実施。  
  

○対象者に合わせ、きめの細かい案内
や支援に努めたことによると思われる。 

⑦特定保健指導
対象者の健康度
が改善し、効果を
数値検証出来て
いる。
  
 

※ 未検証（H28年度より検証作業開始） 
 

▼マンパワー不足によるものと思われる。
健診・保健指導結果やデータ分析報告
書を基に、H28より分析開始。 



【４．組織運営及び業務改革   (1) 組織や人事制度の適切な運営と改革  】 

●協会の理念を実践できる組織風土・文化の更なる定着 

・研修などを通じ、職員に期待する職員像、役割を示すとともに、協会のミッションや目標の徹底、意識改革を図る。 

・公募制による支部職員標語など好事例の継続 

・改定後の人事制度の運用 （平成２８年１０月） 

年度 標語 

平成２４年 人前で堂々と自分の意見が発表できる自分作りに挑戦しよう！ 

平成２５年 
うちあけよう 相談しよう 心の中の「つらい・困った」 
  周りの人も気づいてる？ 隣の人の困ったサイン 

平成２６年 
「できない」と思う前に「できる方法」を考えてみる。 
 「もういいや」と思う前に「もう１回」考えてみる。 

平成２７年 
経験と好奇心が生み出す創造力 
 新しい視点 新たな観点を発見しよう。 

平成２８年職員標語 
 
「言い訳」禁止！ まず行動！ 人任せにせず、自分が動いて、協会を変えていこう！ 
 
 

毎年度末に、支部全職員を対象にした公募を行い、幹部による選考により年度の支部標語を決定している。 
毎年度、鳥取支部で課題となったこと、協会の理念・目標などをテーマにし、職員の参画意識の醸成を図っている。 
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●コンプライアンス・個人情報保護等の徹底 

・研修等を通じて、その遵守を徹底   → コンプライアンス研修実施 
・個人情報保護や情報セキュリティ   → 月次・日次にて管理状況を、常時点検 

• 全国健康保険協会統一の防災マニュアル制定   → 災害対策支部設置模擬訓練 
• 鳥取行政評価事務所との連携による震災等     
  大規模災害時における総合行政相談所の設置   → 設置済み 
・ 衛生委員会の毎月開催                 → 上半期完全実施済 
• 職場環境アンケートの実施                → アンケート結果に基づき改善 

●防災関係 

●自主点検の実施 

• 平成28年度上半期と下半期に分けて半年ごとに実施     → 6/16～6/29実施済・指摘事項なし 
• 未完結の届書の進捗状況及び個人領域の整理状況確認  → 未完結の届書等なし 

●マイナンバー制度による情報の適切な管理 

●ストレスチェック制度に関する規程の制定および運用 

• 制度改正により毎年1回のストレスチェック実施          → 外部委託業者主導で10月に実施予定 
• 実施による職員の気づきおよびその対処・支援            
• 職場環境の改善を通じたメンタルヘルス不調者の発生防止    

• マイナンバーの厳重な管理                  → 書類の金庫管理 
• マニュアルに基づく適正な運用                 → 適正な運用を実施中 
• 安全管理措置や盗難防止等の環境整備        → システム運用担当者の限定と作業環境の構築（支部長室） 

●コンプライアンス・個人情報保護 

【４．組織運営及び業務改革   (1) 組織や人事制度の適切な運営と改革  】 



【４．組織運営及び業務改革   (1) 組織や人事制度の適切な運営と改革  】 

委員会名 内容 規程 
開催周

期 
委員 

衛生委員会 

・職員の健康障害防止 
・職員の健康の保持増進 
・労働災害の原因および再発防止策 
・職場環境アンケート実施（7/21）￥ 

衛生管理
規程 

月１回 

議長  衛生管理責任者 企画総務部長 
委員  衛生管理者 保健専門職（保健師） 
委員  産業医 
委員  労働組合代表（２名） 

コンプライアンス委
員会 

・コンプライアンスの推進に関する基本方針、計画
および体制に関すること。 

・通報にかかる調査及び調査結果に基づく措置に
関すること。 
・コンプライアンスの推進に関して必要な事項 

コンプラ
イアンス 

規程 

年２回 
以上 

委員長 支部長 
委員   企画総務部長・業務部長 
      企画総務グループ長・保健グループ長 
      業務グループ長・レセプトグループ長 

個人情報保護 
管理委員会 

・保有個人情報の管理および安全確保の保持・向
上にかかる重要事項の決定、連絡・調整等 

個人情報
管理規定 

年２回 
以上 

支部総括管理者   支部長 
副支部総括管理者   企画総務部長 
支部管理者         各グループ長※統括リーダー含
む 
支部担当者        管理者が指名 

調達審査委員会 
・調達方法、調達内容、調達費用、指名競争入札
を行う場合の入札参加者、その他必要と定めた事
項を協議 

契約事務
処理規程 

随時 

委員長 支部長 
委員    企画総務部長・業務部長 
      企画総務グループ長・保健グループ長 
      業務グループ長・レセプトグループ長 

●リスク管理体制の整備 
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上記委員会以外の対応 
 
・支部初動対応マニュアルの作成 
・鳥取行政評価支局評価事務所との連携による震災等大規模災害時における総合行政相談所の設置   
・月次・日次チェックシートによる管理者点検項目確認 
・災害対策支部設置模擬訓練（6/23） 
・防災マニュアルの再確認（10/21） 
・ストレスチェック制度に関する説明会（10/26）、ストレスチェック実施（11/11） 
・自主点検（半期に1回）の実施 
・インフルエンザ予防接種（11/16） 
・マイナンバーの厳重な管理、マニュアルに基づく適正な運用、安全管理措置や盗難防止等の環境整備 
 



【４．組織運営及び業務改革   (2) 人材育成の推進 ←支部重点取組  】 

●「ＯＪＴ（On the Job Training）」「集合研修」「自己啓発」を効果的に組み合わせて計画的に実施する。 

必ず全職員の受講が必要な研修 

•コンプライアンス研修 

•個人情報保護研修 

•情報セキュリティ研修 

•ハラスメント研修 

•メンタルヘルス研修 

•接遇・マナー研修 

•防災訓練 

特定の職員の受講が必要な研修 

•本部主催研修の伝達（お客様満
足度・事務処理誤り発生防止・統
計分析研修等） 

•外部団体主催の研修会の伝達 

•健康経営取組メニュー 

支部の実情にあった研修 

•加入者向け支部主催の研修会
の参加（社会保険事務担当者説
明会・健康保険委員研修会） 

•評議会、健康づくり推進協議会
の傍聴 

•５Ｓ運動の取組  
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実施日 対象者 受講者数 研修名 研修内容 

4/20 保健師・管理栄養士 10名 
保健師・管理栄養士支部内研修会（情
報セキュリティ研修） 

・インターネット使用時の脅威となるもの 
・各種法令・事務連絡・規定の確認 
・守らなければならいない事項の確認 

4/25-4/26 リーダー・スタッフ 17名 
訴求力・営業力・発信力強化研修の伝
達 

・関係機関と調整・協働ができる交渉力をもった人材 
・関係する審議会、協議会等において適切な意見発信できる人材 
・加入者・事業主のニーズに合致した施策を提案できる人材 

6/6-6/7 
一般職員・外部メールの利

用が業務上必要な職員 
23名 

情報セキュリティ研修（外部メール利用
再開に向けて） 

情報セキュリティ研修の伝達 
 ・メール再開に向けた情報セキュリティの確認 
 ・確認テスト実施 

6/23 幹部職員及び総務 8名 災害対策支部設置模擬訓練 

災害発生後の流れを模擬訓練を通じて理解する。 
・地震発生から災害対策支部設置 
・報告・連絡・相談 
・業務再開までの流れ 
・不明点や問題点の洗い出しと改善 

・研修などを通じ、職員に期待する職員像、役割を示すとともに、協会のミッションや目標の徹底、意識改革を図る。 
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・研修などを通じ、職員に期待する職員像、役割を示すとともに、協会のミッションや目標の徹底、意識改革を図る。 

実施日 対象者 受講者数 研修名 研修内容 

6/28 総務関係者 4名 経理事務担当者説明会の伝達 
・鳥取支部における経理事務の取り扱いの確認 
・支部と本部の認識の違いを確認 
・今後の取り扱いを情報共有 

6/29-7/1 全職員 44名 鳥取支部健康経営研修 
・健康経営とは何かを理解する 
・鳥取支部における健康経営事業の内容 
・スモールチェンジ、職員個人での健康づくりの取り組み 

7/21 リーダー・スタッフ 1名 評議会傍聴 ・評議会の運営事項 

8/3-8/10 全職員 16名 事務処理誤り発生防止研修の伝達 
・事務処理誤りの発生原因等について 
・事務処理誤り発生防止策の策定方法 

8/31-9/15 全職員 58名 
コンプライアンス・ハラスメント研修の
伝達 

・コンプライアンス体制の構築 
・ソーシャルメディアの取り扱い 
・パワーハラスメントとは、ハラスメントの未然防止 

10/26 全職員 58名 
コンプライアンス・ハラスメント研修の
伝達 

・情報セキュリティ強化策の概要 
・最近のサイバー攻撃に関するトピックス 
・インターネット用システムの最近の状況 

10/26 全職員 58名 メンタルヘルス研修 
・ストレスチェックの目的、実施スケジュール 
・個人情報の取り扱い 
・情報共有範囲 

12/8-12/12 全職員 56名 個人情報保護研修 
・特定個人情報の管理 
・業務処理方法の変更 

12/22 主任 1名 評議会傍聴 ・評議会の運営事項 

1/20 主任 1名 評議会傍聴 ・評議会の運営事項 

1/25～1/31 全職員 事業計画研修 ・平成29年度支部事業計画 

【４．組織運営及び業務改革   (2) 人材育成の推進 ←支部重点取組  】 

●「ＯＪＴ（On the Job Training）」「集合研修」「自己啓発」を効果的に組み合わせて計画的に実施する。 



【４．組織運営及び業務改革   (2) 人材育成の推進 ←支部重点取組  】 

● 鳥取支部内での健康経営の実践 
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内 容 目 的 

研修受講 
・協会けんぽも推進する「健康経営」について理解を深める 
・健診結果の見方や生活習慣病について理解を深める 

個人レベルでの取り組み推進 
・「スモールチェンジ」と題し、健康に関する取り組みを30日間継続して実施する 
・実施結果の見える化を図ることにより、成功体験・継続化につなげる 

事業所レベルでの取り組み推進 
・健康づくりに関する職員標語を募集し、執務室内で標語を張り出すことによる意識付けを行う 
・事業所側として、健康づくりへの取り組み事項を整理し、提案を行う。 

実施期間 ・28年7月から8月 

取組結果 42人中33人が取組み 

アンケートの意見 
（抜粋） 

・みんなが積極的に取り組める雰囲気づくりが大事 
・毎日、シートに記入することにより、反省できたところがよかった 
・エレベーターを使おうと思った時に、今回の取り組みを思い出し、階段を歩いた 
・良いきかっけになりました。今後も継続して「あのカラダ」を手に入れたいと思います 
・たった一つのことでも、毎日継続することは大変だと実感しました 
・効果はあったかどうかはわからないが、健康に関して見直す機会になった 

平成２８年度 健康づくり標語  
「がんばれ自分 今ならつかめる あのカラダ」 
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【４．組織運営及び業務改革   (4） 経費の節減等の推進 】 

平成28年度契約案件中、調達審査委員会での案件は下記のとおり 
・ナカヤビル事務室の賃貸借（随意契約） 
一般競争入札および随意契約（契約金額100万円以上）を支部ホームページにて公表済
み 
 

●調達や執行については、調達審査委員会のもと、これらを適切に管理するとともに、  ホームページにより調達結果等を公表すること 
 により、透明性の確保に努める。 

●サービス水準の確保に留意しつつ業務の実施方法見直しの検討を行うとともに、競争入札や  消耗品の適切な在庫管理等により、 
 経費の節減に努める。 

経理事務担当者説明会の伝達（6/28） 
 ・業務の実施方法見直し 経費精算処理を省力化（予算執行伺省略） 
一般競争入札の実施案件 
 ・定期広報物（納入告知書同封チラシ等）の作成 
 ・健診申込書・特定健康診査受診券等封入封緘業務の委託 
 ・健康づくり事業の勧奨業務を行う人材の派遣 
見積競争の実施案件（多数あるため件数を表示） 
 ・平成28年12月末現在 22件 
夏季節電対策実施 
 ・空調温度の引き上げ（原則冷房28℃設定） 
 ・照明の間引き 
・計画的な勤務管理（17:30までの退社） 
・ノー残業デーの徹底（火曜日・金曜日） 



支部独自の取組に伴う予算 
（総報酬按分・特別計上）について 
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『加入者利益に寄与する』もしくは『加入者へのサービス向上』等を目的として支部独自の取組を実施する場合、 

総報酬按分で措置された支部予算を超える場合、協会全体の予算（共通経費）で措置されないため、特別計上予算として計上する。 

その場合、支部予算を超える額については、都道府県単位保険料率に影響する場合がある。 

平成28年度事業による予算執行状況（見込）は、総予算11,248千円に対して、9,448千円の執行見込。（84％） 

事業全体で、予算を超えず計画通りの事業が進めることができている。 
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平成28年度 支部独自の取組に伴う予算（総報酬按分・特別計上）について  見込み  】 

予算 予算合計 事前措置額 特別計上 見込 見込計 対予算 特別計上額

新規 協会・国保・後期共同作成 統計分析資料の活用による健康づくり事業 2,798,280

継続 年金機構送付の納入告知書に同封する事業所向け協会けんぽ広報誌 1,108,080 800,000

継続 協会けんぽ総合パンフレットの作成・配布 1,296,000 1,296,000

継続 日の丸バス時刻表への広告掲載 75,600 75,600

継続
鳥取県・日本海新聞・国保連（市町村）他との連携企画
鳥取県民・事業主・加入者などを対象とした「健康セミナー（シリーズ）」

1,040,000 873,616

継続 地元新聞社と連携した協会事業の広報 4,930,200 4,403,700

11,248,160 11,248,160 4,868,000 6,380,160 9,448,916 9,448,916 1,799,244 4,580,916

継続
鳥取県、市町村他関係機関と連携した鳥取県民、加入事業所・加入者向
け「健康経営マイレージ事業」

2,405,480 1,666,532

継続
市町村(鳥取県・鳥取県国民健康保険団体連合会等)との連携による特
定健診・がん検診受診勧奨事業

2,397,600 2,041,200

平成28年度予算

内容

7,448,916 1,000,964 4,032,916

548,000798,2802,000,0002,000,0002,798,280 1,452,000 1,346,280

2,405,480 0 2,405,480

2,397,600 2,401,000 -3,400 

8,449,880 3,416,000 5,033,880

738,948 1,666,532

2,041,200 356,400 (359,800)

1,666,532



『加入者利益に寄与する』もしくは『加入者へのサービス向上』等を目的として支部独自の取組を実施する場合、 

総報酬按分で措置された支部予算を超える場合、協会全体の予算（共通経費）で措置されないため、特別計上予算として計上する。 

その場合、支部予算を超える額については、都道府県単位保険料率に影響する場合がある。 

平成29年度は、鳥取県との「健康経営推進事業」、市町村との「特定健診・がん検診の受診勧奨事業」、広報での発信力強化を柱

に、 

総予算11,185千円、事前措置額を超える特別計上額は6,305千円で計画。 

6,305千円は、都道府県単位保険料率には影響がない試算。 
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平成29年度 支部特別計上予算案について 

予算 予算合計 事前措置額 特別計上

継続 協会・国保・後期共同作成 統計分析資料の活用による健康づくり事業 2,776,680

継続 年金機構送付の納入告知書に同封する事業所向け協会けんぽ広報誌 1,131,408

継続 協会けんぽ総合パンフレットの作成・配布 1,555,200

継続 日の丸バス時刻表への広告掲載 86,400

継続
鳥取県・日本海新聞・国保連（市町村）他との連携企画
鳥取県民・事業主・加入者などを対象とした「健康セミナー（シリーズ）」

1,060,000

継続 地元新聞社と連携した協会事業の広報 4,576,000

11,185,688 11,185,688 4,880,000 6,305,688

継続
鳥取県、市町村他関係機関と連携した鳥取県民、加入事業所・加入者向
け「健康経営マイレージ事業」

2,003,720

新規
健康宣言事業所における事業所全体での健康づくりメニューの取り組み
（モデル事業所の設定）

961,200

継続
市町村(鳥取県・鳥取県国民健康保険団体連合会等)との連携による特
定健診・がん検診受診勧奨事業

3,184,200

6,149,120 5,903,120 2,977,000 2,926,120

平成29年度予算

メディア
2-6

地域連携
2-5

8,409,008 3,407,000 5,002,008

予算項目

データヘルス計画　3-1、.3-2

保健事業合計

受診勧奨対策　3-1、3-2

合計

支部
独自

サービス

特
別
計
上
に
係
る
予
算
　
2
-
1

その他保健事業
2-2

広報
意見発信

紙媒体
2-4

2,776,680 1,473,000 1,303,680

2,964,920 0 2,964,920

2,938,200 2,977,000 -38,800 

内容
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その他の保健事業 支部独自サービス　紙媒体による広報

協会・国保・後期高齢・国保連他共同作成

統計分析資料の活用による健康づくり事業
紙媒体による広報

事業の

目的

概要

平成27・28年度に協会が作成した統計分析資料を基に、鳥取県、鳥取労働

局、市町村国保、国保連合会他関係機関と総合的に健康づくりの意識醸成に

取り組むもの。分析資料から、市町村別・職域別に健康づくりの課題・ポイントを

洗い出し、対策を立案。

地域住民にわかりやす形でリーフレットなどを作成し配布。あわせて、研修会・講演

会・ウォーキング大会などのイベント会場、健診会場などで広報活動・健康相談を

することで健康づくりの機運を高める。

①年金機構送付の納入告知書に同封する事業所向け協会けんぽ広報誌

②協会けんぽ総合パンフレットの作成

③配布日の丸バス時刻表への広告記載

実施

期間
通年 通年

対象者 協会加入者を主とした鳥取県民全体 事業主・加入者・関係機関向け

期待

効果

・自身の健康づくりに意識を持ち、日々、健康管理を自らするようになる。

・家族、職域などで、周囲に対しても健康づくりを働きかけるようになる。

・健康保険制度を含め協会事業の理解を得ることができる。

・タイムリーな情報発信ができる。

・関係機関・事業所との連携強化。

・広報チャンネルの拡大

評価

測定

特定健診、がん検診などの健診受診率の動向、課題に係る医療費・健診結果

などの動向
健診受診率・特定保健指導実施率の動向、各種事業参画の進捗度

市町村別の健康課題を記載したリリーフレットを作成し、市町村での集団検診に

あわせて配布した。また、健診会場では、オプショナル検診（肌年齢・肺活量・足

指力測定）を実施した。

納入告知書同封チラシ他協会広報の実施28年度の実施状況

効

果

事業名

事

業

内

容

平成29年度 支部独自の取組に伴う予算①（総報酬按分・特別計上）について 個別計画 】 
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支部独自サービス　地域連携事業 支部独自サービス　メディアを活用した広報

鳥取県・地元新聞社・国保連（市町村）他との連携企画

鳥取県民・事業主・加入者などを対象とした「健康セミナー（シリーズ）」
地元新聞社と連携した協会事業の広報

事業の

目的

概要

鳥取県・地元新聞社（日本海新聞）・国保連（市町村）他と連携し、平成

27年7月にスタートした、鳥取県事業「脱不健康県！　健康になろうプロジェクト」

を推進するもの。　協会けんぽが今まで開催したセミナーを、コラボすることで、規模

を拡大・内容を充実して実施する。

コンセプトを明確にし、

　　　　健康保険担当者対象　　5月：3会場

　　　　事業主対象　　　　　　　10月：3会場　　　　年間で2回、合計6会場予

定

それぞれで、労働局、国保連他関係機関とも連携を進めることとしている。

世帯購買率が約75％の日本海新聞社と、

年間37.5段の一括契約を交わし、協会事業の定期的な広報を実施する。

年4回掲載予定　　7月：がん(15段)

                　      9月：検診(半5段)

                        1月：協会事業(5段)

　　　　　　　　　　　　3月：協会事業（5段）

実施

期間
前掲

年4回掲載予定　　7月：がん(15段)、9月：検診(半5段)、1月：協会事業

(5段)、3月：協会事業（5段）

対象者 鳥取県民、事業主・加入者・関係機関他 鳥取県民、事業主・加入者他

期待

効果

・連携によるスケールメリットが得られる

　　　　研修内容の充実、集客力、費用負担他、毎年継続実施の担保

・シリーズ化することで、連携事業に一体感が生まれ、広く県民・加入者・事業所

への幅広い健康づくりが

　進むきっかけとなる。

・協会けんぽ事業の理解と参画、特に「事業所・加入者の健康に対する意識醸

成」を図ることができる。

　　健診受診・特定保健指導の向上、健康経営の促進、ジェネリック医薬品の促

進

・協会事業の取材広報数（内容含）の拡大

・定期的な無料の広告掲載

・一括契約による広報費用割引の適用

評価

測定
動員数、会場でのアンケート他 健診受診率・特定保健指導実施率の動向、各種事業参画の進捗度

7月　健康保険担当者研修会（鳥取県・労働局と実施）　317人

10月　健康経営セミナー（鳥取県・日本海新聞と実施）　167人

6月：生活習慣病予防検診（5段）

9月：統計分析（15段）

1月：協会事業（予定、5段）

3月：協会事業（半5段）

事

業

内

容

効

果

28年度の実施状況

事業名

平成29年度 支部独自の取組に伴う予算②（総報酬按分・特別計上）について 個別計画 】 
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データヘルス計画 受診勧奨対策

鳥取県、市町村他関係機関と連携した鳥取県民、

加入事業所・加入者向け「健康経営推進事業」

鳥取県・市町村・国保連・地元新聞社等との

連携による特定健診・がん検診受診勧奨事業

事業の

目的

概要

平成30年3月末時点での目標

①「健康経営マイレージ事業」参画事業所数　目標：1,000事業所

②特定健診・がん検診の受診率の向上　目標：特定健診受診率65％

③特定保健指導実施率の向上　目標30％

健康宣言事業所における事業所全体での健康づくりメニューの取り組み（モデル事

業所の設定）

鳥取県、市町村などと連携してきた健康づくり事業は、平成27年度から、地元

新聞社ほか地元事業所の協力を得て「脱不健康県　健康になろうプロジェクト」

としてスケールアップしており、さらに継続発展させるもの

特定健診・がん検診（生習・市町村）・特定保健指導を、地域・職域と総合

的に実施する。

実施

期間
通年 通年

対象者 鳥取県民、事業主・加入者他 協会けんぽ被扶養者および国保加入者を中心とした地域住民

期待

効果

鳥取県との連携事業である「健康経営推進事業」、市町村など関係機関との連携

により、健診受診、特定保健指導などを柱とした健康づくりの環境整備・推進を行

い、加入者および事業主、そして県全体が、健康づくりの重要性を認識し、積極的

に取り組むことが期待できる。

・協会けんぽ被扶養者の特定健診・がん検診受診率の向上

・市町村国保加入者の特定健診・がん検診受診率の向上

・市町村のがん検診受診率の向上

評価

測定

平成30年3月末時点での目標達成度

健康づくり取組による健診結果の改善

生活習慣病予防健診、特定健診、がん検診（生習、市町村）、特定保健

指導の受診率向上

平成28年11月末現在　健康経営宣言事業所数：1,088事業所

健康経営通信発行

支部長表彰・県知事表彰の実施　他

鳥取県内19市町村との連携事業の着手

特定健診・がん検診のダブル受診に向けた環境整備に着手

事業名

事

業

内

容

効

果

28年度の実施状況

平成29年度 支部独自の取組に伴う予算③（総報酬按分・特別計上）について 個別計画 】 


